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は しがき

本冊子は， 日本学術振興会科学研 究費補助金基盤研究（B）「比較制度論を応用 した 日本型

教育行財政 システムの生成 ・展開 ・再編に関す る研究」（平成18年 度～平成20年 度 課題

番号18330175研 究代表者 ：本多正人）の研究成果の一部 を刊行 したものである。本研究

課題 に参加 した研究者 は次のとお りである。

研究代表者 本多 正人 （国立教育政策研究所 教育政策 ・評価研究部 総括研究官）

連携研究者 青木 栄一 （国立教育政策研究所 教育政策 ・評価研究部 研究員）

荻原 克男 （上越教育大学 学校教育学部 教授）

高野 良一 （法政大学 キャリアデザイン学部 教授）

徳久 恭子 （立命館大学 法学部 准教授田）

研究協力者 荒井 英治郎 （東京大学大学院 教育学研究科 博士課程）

植竹 丘 （東京大学大学院 教育学研究科 博士課程）

本研究は，戦後 日本の教育行財政制度の模 索 ・形成期 としての1950年 代に制度化がすす

み，1960年 代 の高度経済成長期 を経て定着 し，かつまた近年の地方分権改革，三位一体改

革，お よびそれを受けた第3期 中央教育審議会 において見直 しあるいは改革 の方 向性 が議

論 されてきた 日本の教育行財政上の しくみ ・制度群を分析の対象 とした。具体的には義務

教育費国庫負担制度，地方教育委員会制度，教育行政作用の制度 と技法，保護者等の私費

豊負担解消 に関連す る諸制度である。 これ らの制度群を 日本の教育制度 の発展史 としての側

面からのみ理解 しがちであったこれ までの教育学研究 に依拠す るのではな く，政治学 ・経

済学研究の領域で注 目されている比較制度論に依拠 しつつ制度変化 の一般理論に依拠 しな

が ら分析す ることを 目的 として研 究をすす めてきた ところであ り，その成果 の一部 として

2編 の論攷 を収録 している。

また研 究の過程で，いわゆる中教審四六答 申での審議 内容や時代的背景の重要 さに鑑み，

本研究課題 の一環 として国立公文書館所蔵の中央教育審議会資料に納 められた四六答 申関

係の史料 目録 を作成 したので本冊子 に掲載 してい る。今後，同資料 を参照す る際の一助 と

なれば幸いである。

平成21年3月

研究代表者 本多 正人
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Ⅰ 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

青木 栄一 （国立教育政策研究所）

1問 題関心 ―地方教育費財源のセクター間関係

義務教育費については次のことが 自明視 されている。第1に 、政府 と家計 の関係では （政

府―家計関係）、公費負担の原則 が当然視 されている。 これは各種 の財政制度の存在 と密接

な関係 を持つ。第2に 、政府間財政 関係では （中央政府― 地方政府 関係）、義務教育の財政

負担について設置者負担主義 を採用 してい るものの、巨額の財政移転が存在 してい ること

か ら、中央政府 と都道府県の役割 も協調 されている。 このよ うに地方教育費の うち特 に義

務教育段階の経費負担についてはセ クター間の関係が固定的な もの として把握 されている。

しか し、未曾有の財政危機 の時代 において教育費への財政投入が安定的に継続す るとは限

らない。

2課 題

現在、政府負担が当然視 されてい る地方教育費であるが、 この状況は 自明のこ とではな

い。む しろ、公費負担や財政移転が 自明視 され るのはなぜ かを明 らかにす る必要がある。

本稿 では次 のことを明 らかにす ることを課題 とする。すなわち現在 自明視 されている地方

教育費の負担構造の形成過程を跡づける。 しか し、その全体像や各制度の成 立や改廃 をこ

こで追 うこ とは困難 である。そこで、次の操作化 を行 う。地方教育費 の負担割合のデータ

を用いて、各年代において どのよ うな主体が地方教育費 を負担 して きたのかを明らかに し、

その推移 を追 うことで現在の状況が必ず しも以前か ら継続 していた ものではない ことを示

す。

この ような問題 関心の背景には制度分析 の蓄積が反映 され てい る。 ある状態を説明する

た めに、公式制度 （法制度、財政制度等）の存在を重視す るのは一般的である。 た しかに

公式制度がアクターの行動を規定す るが、それだけではない。 しかもア クターが公式制度

を遵守す るのも自明視 され るべきではない。 さらにいえば公式制度が成立 した際に社会的

な了解が存在 していたか らこそ、当該制度 が成立 したことは重視 されてよい1。

地方教育費の負担割合 を示すために次 の作業 を行 う。デー タソースは文部科学省 が行 う

「地方教育費調査報告」データである。本稿では執筆時点で入手できる最新版 （2005年 ）

か ら最初 の調査年 まで （1955年 ）のデータを用いる。『地方教育費調査報告書』各年版 に掲

載 されている小学校費、 中学校費 についてそれぞれ消費的支出、資本的支出に関する財源

デー タをまとめる。消費的支 出は、教員給与 （本務教員 、兼務教員）、事務職員給与、その

他 の職員給与、教育活動費、管理費に区分 され る。資本的支出は、土地費、建築費、設備

1教 育費に関す るこの観点か らの議論は三上 （2005）があるが、政府支出や政府間財政関

係 に着 目する点で本稿は三上 とは異なる。
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

備 品費、図書購入費に区分 される。

なお、この 「地方教育費調査」は各年度で支出項 目名 の異同が散見 され る。そのため、

ある項 目名の別の年度 との対応関係 を確定す る必要がある。表2－1は 項 目名の変遷 をま

とめた ものである。 この表か らは、同 じ内容 を示す項 目名であっても年 によって異なる場

合 があることが指摘できる。 もちろん、全ての項 目が一対一対応 しているとは限 らない。

本稿では 「本務教員」 「兼務教員」 「事務職員」 「その他 の職員」「教育活動費」「管理費」に

ついて年 によって異なる項 目名について、できるかぎ り同一カテゴ リー として把握で きる

ように してい る2

義務教育費 の最大の特徴 は県費負担教職員制度の存在である。設置者負担主義 の重要な

例外であるこの制度によ り、義務教育費の うち給与費 の大部分は都道府県の負担 となって

お り、市町村が負 担す るのは学校 の建設費 と運営費である。 ヒューマン ・サー ビスである

教育は、他の対人サー ビス と同様 に、人件費 （消費的支出）が支 出の大部分を占める。

財源 について簡単に触れてお く。寄付金には 「公費以外の寄付金」 と 「寄付金」の2種

類がある。前者 は 「PTA寄 付金」 と 「その他の寄付金」がある。 「PTA寄 付金」 とはP

TAが 直接学校に寄付 したものであ り、公費 （地方公共団体の歳入） に組み入れ られ なか

った ものである。 「その他の寄付金」 とはPTA以 外の校友会、学校後援会、同窓会、体育

後援会、その他の団体又は個人が直接学校 に寄付 したものであ り、PTA寄 付金 同様 に公

費に組み入れ られ なかつた ものである3。

2「 管理費」には 「維持費」 と 「修繕費」の2つ のグラフが存在す る。1994年 に項 目が 「維

持費」か ら 「その他の管理費」に変更 された。 「その他 の管理費」は従来の 「維持費」 に、

「旅費」 （事務職員，施設維持職員及び補助活動職員の旅費）「その他」 （郵便料，電信電話

料，新 聞代 ・複 写機 ，パ ソコン等備 品の リース料 など）が加わつた。

（地方教育費調査報告書の説明書 より）
3「 平成20年 度地方教育費調査 について」の 「PTA寄 付金等」説明書 より。最終閲覧 日

2009年2月16日 。 URL:http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/005/07051601/004.pdf
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表2－1「 地方教育費調査」項 目名の変遷

出所 ：「地方教育費調査」各年版 よ り筆者作成
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3消 費的支出

人件費 とは教員及び職員の給与並びに共済組合等負担金、恩給費等、退職 ・死傷手 当等

の経費を指す。給与には本俸 のほか、期末手当な ど 「地方 自治法」第204条 第2項 によ

る諸手当が含 まれ る。ただ し、共済組合 による給付金は、地方公共団体から支 出された給

料及び手 当ではないため対象外 となる。

次の経費は一般 に中央政府 と都道府県の負担 となっている。ただ し、市町村独 自に支出

している場合 もある。

「市町村立学校職員給与負担法」による市町村 （組合）立の小学校、中学校 、特別支援学

校 の教職員及び市 （指定都市を除 く）町村 （組合）立の高等学校 （定時制）の教員 の給料

その他 の給与

「地方公務員等共済組合法」第113条 第2項 に規定す る共済組合負担金

「地方公務員災害補償法」第49条 第1項 に規定す る地方公務員災害補償基金負担金

「地方財政法」第33条 の5の5に 規定する地方債 を財源 とする退職手当

本稿 ではこの うち、給与を検討す る4。

3－1本 務教員

本務教員は当該学校 に常勤 として勤務する教員 のことであ り、本稿 が検討す るのはその

給与費である。充て指導主事 の給与は都道府県教育委員会の支出 とな る。研修等の理 由で

一定期 間 （1から2年 ）市町村教育委員会等
、市町村の機 関に勤務する教員の給与は市町村

の支出 となる。 また、本務教員 には、産休代替者、育児休業代替者等の給与 も含まれ る。

義務教育費国庫負担金制度 は戦前 に成立 した ものであるが、 占領改革 により一度廃止 さ

れ、一般財源化 され てい る。その後新 しい負担金制度 が成立 してい るため、本稿で扱 う時

期 については この新 しい負担金制度の成立後 にあたっている。

近年の制度改革は次の通 りである。第1に 、義務教育費 国庫負担金の うちで教職員退職

手 当、児童手 当2，300億 円が2004＝16年 度に一般財源化 された。交付税措置の方法は 「基

幹税移譲予定交付金」が将来の税源移譲までの暫定措置 として新設 された。第2に 、三位

一体 の改革の過程 で
、2005＝17年 度に中学校分の教員給与費の8，800億 円が一般財源化 さ

れたが、これ は暫定措置であった。

三位一体 の改革 は制度分析の立場からすれ ば、いかな る制度 も永続するものではな く、

その意味で恒久法、恒久 的制度 とい うものは存在 しない ことを再確認する材料 となった。

もちろん、恒久的な仕組み として 当時の社会が合意 した とい うことは事実であ り、その 当

時の認識の形成 メカニズムを明 らかにす ることは重要な研 究課題である。

さて、図3－1を みると明 らかなよ うに、小学校の本務教員の人件費の財源構成 をみる

4「 地方教育費調査」における給与 とい う項 目に含 まれる範囲については今一度詳細に検討

す る余地が残っている。

4



青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

と1955年 以降、国庫補助金 と都道府県支出金のシェアが1：1で ある。 ここでの国庫補助金

は義務教育費国庫負担金であり、三位一体の改革前までは負担率は2分 の1で あった。都

道府県支出金は国庫負担金の 「補助裏」 を賄 うものであ り、交付税措置 されている。補助

裏 とは国庫補助負担金 の交付 を受 けた地方政府 が支出す る部分のことである。財源構成は

このように中央政府 と都道府県の制度上の負担割合を反映 している。 両者の比率が完全に

1：1でないのは、都道府県が国庫負担金 の対象外の教員を雇用 していることが主たる理 由で

あると考えられる。また、各種手当てについても都道府県独 自の仕組み （上乗せ ・横出 し）

や存在 しているのか もしれないが、未確認である。ただ し、手当は給与

すでに触れた とお り、本務教員給与費を負担す るのは主 として国庫補助金 と都道府県支

出金である。その他の財源 については次のことが指摘できる。第1に 、寄付金 は比較的多

かつた1950年 代で も総額 の1％ 未満であ りほとん どシェアはない。ただ、わずかなが ら継

続 してその存在が確認でき、最後に確認 されたのは1994年 度 であった。第2に 、地方債で

あるが、ごくわずかなシェアなが ら確認 できる。最初に確認 され るのは1994年 度である。

以後、1997年 度 、1998年 度 に起債が確認 されている。第3に 、市町村支出金 であるが、

これ もまたほとんどシェアはない。地方債 と異なるのは毎年度確認できることである。1950

年代か ら60年 代は0．7％ から0．2％ で推移 し、その後は0．1％程度 となってい る。

図3－2は 中学校の本務教員の人件費の財源構成 を示 してい る。小学校 と同様 に1955年

図3－1本 務教員給与費の財源構成 （小学校）

出所 ：「地方教育費調査」か ら筆者作成 （以下同 じ）

5



青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

以降、国庫補助金 と都道府県支出金 のシェアが1：1で ある。その他の特徴 も小学校の場合 と

一致 している
。

なお、2005年 度 のデー タのみ、都道府県支出金のシェアが例年 よ りも大きい。 これは三

位 一体の改革に伴 う一般財源化の影響 と推測す ることができるが、次の点については未確

認である。第1に 、中学校分の負担金8，800億 円が一般財源化 され たのが2005年 であるが、

この措置の影響だ とす ると小学校 におけるシェアの拡大が説明できない。第2に 、中学校

データに中学校分の一般財源化が反映 されているとすると、拡大の幅があまりにも小 さい。

全額 を一般財源化 されているはずで、都道府県支出金のシェアは100％ に近 くなるはず であ

る。第3に 、調査の時点では一般財源化 を考慮せず、前年度までの基準で集計 された もの

を回答 しているか もしれない。 しか し、そ うな ると小中学校 ともに都道府県支出金 のシェ

アが拡大 した ことについての別 の説明が必要 となる。各種手 当ての増額が反映 してい ると

考えることも必要である。

3－2兼 務教 員

本務以外 の教員 （非常勤講師を含む）の給与費 を分析する。兼務教員の給与は次のもの

を含む。

・他の学校の本務教員が
、当該学校に兼務 している場合の諸手当

．同一の高等学校 において
、全 日制 ・定時制の一方の課程を本務 とす る教員が、他 の一方

の課程 を兼務 している場合の諸手 当

．教員を本務 としないが
、当該学校 に兼務する者 （例 えば、本務 の実習助手で当該学校の

図3－2本 務教員給与費の財源構成 （中学校）

6
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講 師を兼務 している場合）の諸手 当

図3－3は 小学校の兼務教員 の給与費の財源構成を示 してい る。1955年 度以降、都道府

県支 出金 が最大のシェアを占めてい る。他 の財源については次の ことが指摘できる。第1

に、国庫補助金であるが、1970年 代 までは4割 程のシェアがあったが以降減少 して2割 を

切 った。第2に 、市町村支出金であるが、1980年 代後半か ら増加傾 向を示す ようにな り、

2000年 代に入 り2割 に迫 ってい る。 これ は兼務教員に非常勤講師 を含んでいることか ら、

市町村が独 自に採用する非常勤講師の増加 を反映 したものであると推測で きる。

図3－4は 中学校の兼務教員の給与費の財源構成 を示 した ものである。おおむね小学校

と同様 の傾向を示 しているが、次の点が異なる。第1に 、国庫補助金であるが、1980年 代

までは2割 程度のシェアである。小学校の場合よ りも小 さい。第2に 、市町村支出金 であ

るが、小学校 よ りもシェアが大きい。また1950年 代に2割 程度 のシェアがあるのも小学校

との相違点である。

1950年 代 は新制中学校の新設時期であ り、その時期には中学校教員の不足状態があった

のか もしれない。 それへの対応策 として、兼務 教員や実収助手の講師兼務 といつた方策が

採 用 されていたのかもしれない。

図3－3兼 務教員給与費の財源構成 （小学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

3－3事 務職員

図3－5は 小学校 の事務職員の給与費の財源構成を示 している。2000年 代については国

庫補助金 と都道府県支出金のシェアがほぼ1：1で あ り、その他 の財源は市町村支出金が1

割 弱程度 しかない。 この状況は県費負担事務職員 の国庫負担制度の存在 と、それ以外の雇

用形態の事務職員がほ とん ど存在 しないことを示す。ただ し、市町村支出金については1970

年代以降、長期 にわた り減少傾 向を示 している。 これ は市町村が独 自に雇用す る事務職 員

の減少を反映 している。市町村 にとっては事務職員の雇用は全額負担 となるため、県費負

担 の事務職員に依存すれ ば財政支出は抑制できる。従 来、県費負担 の事務職員が県費負担

教職員の給与や手 当や旅費の処理を行い、市町村費負担 の事務職員が学校運営費、つ ま り

市町村の経費を処理 していた とされ る。現状はいずれ の処理 も県費負担事務職員が担 って

いると思われる。なお、 もう一点特筆すべ き特徴がある。1960年 代 までは寄付金のシェア

が1％ か ら2％ あった。全 国的にはわずかなシェアとはい え、寄付金により雇用 された事務

職員が存在 していたことを示すデー タである。

図3－4兼 務教員給与費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

図3－6は 中学校 の事務職員の給与費の財源構成 を示 してい る。小学校データ とほぼ同

様 の傾 向である。異なる点は市町村支出金の減少が中学校 の方が遅い ことである。小学校

の場合1970年 以降長期低落傾 向であったが、中学校の場合、1980年 代か ら緩やかに低下

している。つま り、中学校 では市町村費 により雇用 され る事務職員が小学校 よ りも多い と

推測できる。 これは学校規模が中学校 の方が小学校 よりも大 きいため、事務処理件数がそ

の分多いことか ら、中学校 では県費負担事務職員のほかに も雇 用す る必要があることを示

しているように思われ る。寄付金については小学校 と同様 に1％ か ら2％ のシェアが確認 さ

れ るが、確認 され る期間が小学校 よ りも長期である。すなわち1970年 代中頃までそ うした

傾向が確認できる。

市町村支出金 と寄付金の小 中学校 の相違 を踏まえる と、事務職員 の給与費については、

小学校 によ り多 くの政府資金が投入 され る一方で、中学校はそれ とは異なる財源で補完 さ

れてきた傾向にあるといえる。

図3－5事 務職員給与費の財源構成 （小学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

3－4そ の他の職員

その他の職員 とは教育補助員 （技術職員、実習助手、特別支援学校の寄宿舎指導員 、学

校図書館職員、船員等教授 の補助にたず さわる職員）、施設維持職員 （用務員、守衛 、ボイ

ラ技師等施設維持 のための職員）、補助活動職員 （学校 医、学校薬剤師、看護職員、保健 師、

学校栄養職員、学校給食調理従事員、運転手、特別支援学校 の介添職員等） を指す。

図3－7は 小学校のその他 の職員の給与費の財源構成 を示 している。全期 間を通 じて市

町村支出金のシェアが大部分であることがわかる。ただ し1980年 代からの長期的傾 向 とし

て都道府県支出金 と国庫補助金の増加が指摘 できる。特 に都道府県支出金のシェアは2005

年度 には1割 近 くまで上昇 してい る。 これはスクール カ ウンセ ラー等 を都道府県が独 自に

雇用す るようになった ことを示 していると思われ る。 この背景 には文部科学省の奨励策 も

あるかもしれない。 なお、寄付金については1960年 頃までは1～2％ 程度のシェア を持 っ

ていた。

図3－6事 務職員給与費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

図3－8は 中学校のその他の職員の給与費 の財源構成 を示 している。小学校 とほぼ同様

の傾向であるが、寄付金については1970年 頃までは1～4％ 程度のシェアである。つま り、

小学校の場合 よりも比較的長期にわた りやや高い水準のシェアであった。

図3－7そ の他の職員給与費の財源構成 （小学校）

図3－8そ の他の職員給与費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

3－5教 育活動費

教育活動費 とは、児童 ・生徒 に対する教授及びその補助のために要 した経費のことであ

る。大別 して、特別活動費 （学級活動、児童 ・生徒会活動 、クラブ活動、学校行事、旅行 ・

集 団宿泊的行事などの特別活動 に要 した経費）、教授田用消耗品費 （教科用図書、教授用教具 、

その他 （出欠簿、便箋、封筒 、カ レンダー等））、旅費 （教員 と教育補助員の旅費）、その他

の教育活動費 （印刷 ・製本代 、郵便料、部活動費等）

図3－9は 小学校の教育活動費の財源構成 を示 している。2005年 度の最新データによる

と、市町村支出金のシェアが最 も大きく、8割 である。都道府県支出金が2割 弱のシェアで

ある。寄付金のシェアは小 さい。時系列では市町村支出金 のシェアは1955年 以降一貫 して

最大であった。寄付金 については1960年 代はシェアが3割 か ら2割 であった。1960年 代

初頭 には都道府県支出金 と国庫補助金 をあわせて も寄付金 のシェアを下回っていた。そ の

後徐 々にシェアは縮小 し、70年 代中頃以降1割 を割 っている。国庫補助金のシェアは1955

年以降1割 台で推移 してきたが、1985年 以降シェアが急減 した。 これは教材費の国庫負担

金か らの除外を反映 した ものであろ う。都道府県支出金については、1985年 度以降いった

んは国庫補助金の減少分を補 うほ どにシェアが拡大 したが、1990年 代中頃か ら縮小が始ま

り、2005年 現在、1984年 時点 とほぼ同様のシェア となった。

図3－10は 中学校 の教育活動費の財源構成を示 してい る。小学校 とほぼ同様の傾 向で

あるが、寄付金について中学校 の方が全般的にシェアの大きい点が異なる。

図3－9教 育活動費の財源構成 （小学校）

12



青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

教材費の国庫負担の廃止 とその一般財源化 （地方交付税措置） について簡単に触れ てお

く。平成3年 には 「標準教材 品 目」 を制定 し、各学校で標準的 に必要 とされ る教材の品 目

と数量 を示 した。平成3年 度から12年 度 には第3次 教材整備計画を策定 した。平成6年 の

都 道府県教育委員会 あての文部省教育助成局財務課教育財務企画室長通知 「公立義務教育

諸学校の教材費の地方交付税措置 について」（平成6年4月14日 ：6教 財第一五の一号）

では市町村教育委員会に対す る義務教育書学校 の教材 の整備についての適切 な指導 ・助言

を行 うこと、学校 に備 える教材 の経費について保護者 に負担 させ ない よ う努力す ることを

依頼 した。この通知にみ られ るよ うに、教育活動費の中心的費 目であ る教材費については、

保護者負担 に依存す る傾向が依然 として残っているようである。 とすれば、1960年 代まで

の寄付金 のシェアが大きいことも理解 できる。

3－6修 繕費

修繕費は施設等の効用を維持す るための修繕に要 した経費 （労賃 ・原材料費 ・請負費等）

を指す。 た とえば、芝生の補充 ・聖地、ペ ンキ塗 り替え、屋根 ・窓ガ ラスの修繕 、設備 ・

備 品の修繕である。

図3－11は 小学校 の修繕費の財源 負担を示 している。2005年 現在 のデー タによると、

ほ とん どが市町村支出金である。寄付金 については50年 代は2割 近いシェアを持っことも

あ り、1960年 代 まで1割 程度のシェアを持つ時期があった。その後縮小が続き、1960年

代後半 には1割 を切った。1980年 代 になるとほ とん どシェアを失った。国庫補助金や都道

府県支出金は数％のシェアがあった時期が1960年 代後半まで続いた。

図3－10教 育活動費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

図3－12は 中学校の修繕費のデータである。小学校 と同様の傾 向である。

図3－11修 繕費の財源構成 （小学校）

図3－12修 繕費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

3－7維 持費

維持費は施設等 の効用を維持す るために要 した経費であ り、修繕費 は該当 しない。学校

警備費、消耗 品費、光熱水費、その他の維持費

図3－13は 小学校 の維持費の財源負担を示 してい る。2005年 のデー タか らは市町村支

出金がほとん ど100％ のシェアであることが分かる。この状況は1980年 代以降継続 してい

る。ただ し、1960年 代 までは現在 とは異なる財源割合であった。寄付金は5％ 程度のシェ

アを持 っていた。都道府県支出金 と国庫補助金 もそれぞれ2割 程度のシェアがあったが、

1960年 代後半か ら縮小を開始 し、1970年 代 に急速に縮小 した後、1980年 代 にはほ とん ど

シェアを失った。

図3－14は 中学校データである。小学校 とほぼ同様の傾 向であ る。

図3－13維 持費の財源構成 （小学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

4資 本的支出

4－1土 地費

図4－1は 小学校 の土地費の財源構成の推移を示 した ものである。2005年 度現在のデー

タによれば、土地費の財源 は市町村支出金 と地方債がほ とん どであ り、ここ10年 では地方

債 が4割 から5割 、市町村 支出金が6割 か ら5割 である。ただ し、1980年 前後の第2次 ベ

ビーブームによ り学校の新設 が相次いだ時期には、国庫補助金が一定の役割 を果 た した。

これは急増対策のための緊急措置であるが、1割 程度の シェアがあった。寄付金 については

年度 によ りまちまちであ る。 これ は個 々の建設事業は数年か ら数十年 に一度の非ルーテ ィ

ン的なものであ り、個 々の事業が反映されている。ただ し、1960年 代までは地方債 を上回

る年度 もあった。特に50年 代後半には5％ 程度 のシェアだったこともある。都道府 県支出

金のかつてのシェアは現在 とは全 く異なる。1960年 度までは国庫補助金、地方債、寄付金

を上回ってお り、市町村支出金につ ぐ第2の 財源 であった。 この理 由は不明であるが、国

庫補助金の代替機 能、戦 災復 旧 ・新築のための建設用地の県か ら市町村への提供が関係 し

ていると思われ る。 ただ、それ でも都道府県の財源 が何 であったかは詳 しく調べ る必 要が

ある。県有地の現物提供であったのかもしれない。

図4－2は 中学校 のデー タを示 した ものである。 中学校 につ いて も小学校 と同様 の傾 向

図3－14維 持費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

を指摘 で き る。

図4－1土 地費の財源構成 （小学校）

図4－2土 地費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

4－2建 築費

図4－3は 小学校 の建築費を示 した ものである。1955年 度以降、一貫 して国庫補助金、

市町村支出金、地方債が三大財源 であったことが指摘できる。2000年 代については、国庫

補助金が2割 、市町村支出金が5割 、地方債が3割 となる。第2次 ベ ビーブームの時期で

ある1980年 前後に地方債 と国庫補助金のシェアが高まったことがわかる。寄付金 について

は1960年 代までは最大5％ のシェアであった。都道府県支出金は1960年 代 には1割 程度

のシェアのある年度 もあったが、1970年 代以降にはそのシェアはほとん どゼ ロに近 くなっ

た。 なお、 この都道府県支出金 の根拠 となる制度 が何 であったのかは現在 のところ未確認

である。

図4－4は 中学校の建築費のデー タである。小学校 とほぼ同様の傾向が指摘できる。

図4－3建 築費 の財源構成 （小学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

4－3設 備備品費

図4－5は 小学校 の設備備 品費のデー タを示 した ものである。国庫補助金 のシェアが

1984年 を境 として急減 してい る。それまでは2割 程度のシェアである。1985年 度以降は1

割に遠 く及ばない。 これは教材費への国庫豊負担制度が廃止 されたか らである。2005年 度現

在の財源 内訳は、市町村支出金が9割 となってお り、設備備 品費 の主要 な財源 となってい

る。90年 代以降は地方債が増加傾向である。 国庫補助金 は負担金 は廃止 されたものの、理

科教育等の個別分野の奨励的補助金が措置 されていると思われ る。寄付金 であるが、1960

年代 までは多い年度で3割 を超えるほ どのシェアであり、1960年 代 を通 じて2割 前後のシ

ェアであった。

図4－6は 中学校の設備備品費 のデー タを示 した ものである。小学校 とほぼ同様の傾 向

を指摘できる。異なるのは寄付金 の1960年 代のシェアである。中学校 の方が小学校 よりや

や低い割合である。 この差は何で説明できるかは現時点では不明である。

図4－4建 築費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

図4－5設 備備品費の財源構成 （小学校）

図4－6設 備備品費の財源構成 （中学校）
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青木 地方教育費の財源にみる政府間財政関係の制度化

4－4図 書購入費

図4－7は 小学校の図書購入費のデー タを示 したものである。2005年 現在の状況は9割

の市町村支出金 と1割 程度 の寄付金 とい う構成である。国庫補助金は60年 代以降は1割 未

満で推移 していき、80年 代以降はほ とん どゼ ロに近 くな る。ただ、50年 代には多い ときで

2割 か ら1割 程度のシェアがあった年度 もある。市町村支 出金 は1960年 代 に5割 程度のシ

ェアであ り、その後徐々にシェアが拡大 していき、80年 代 には8割 、90年 代後半には9割

となっている。寄付金については、60年 代はおおよそ4割 を超 えていた。80年 代までは2

割 を超えるシェアがあったが、徐 々に縮小 し90年 代後半は1割 程度 に低下 している。

図4－8は 中学校の図書購入費 のデー タを示 した ものである。小学校 とほぼ同様 の傾 向

が指摘できる。異なるのは寄付金 である。70年 代後半以降の推移 を見ると中学校の方が2

割 を切る年度 も1割 を切る年度 も早い。 さらに2005年 度現在のシェア も含め、2000年 代

のシェア も低めである。 この ことが意 味す ることや何 をその背景 としているかは不明であ

る。

図4－7図 書購入費の財源構成 （小学校）
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5考 察

各費 目の各財源 の構成比の変遷の詳細 はすでに検討 したため、ここではい くつかのポイ

ン トについて記す。

第1に 、寄付金の構成比 の変遷 である。寄付金は1960年 代まではい くつかの支出項 目で

主たる財源 として位置付いていた。 これ は今 日の状況か らは大き く隔たっている。 多 くの

支出項 目において寄付金は1970年 代 を境に激減 し、ほぼ消滅 している。

第2に 、中央政府 と都道府県の役割である。1950年 代の戦後復興期 には国庫補助金や都

道府県支出金の シェアが今 日と異な り、市町村 に とっては財政面での補完機能 を果た して

いた。

これ ら2つ の事柄 が示唆するよ うに、本稿 の分析が明らかに したことは、現在 の財源構

成は永続的 なものではない とい うことである。恒久的制度 とい うものは、成 立当時の関係

者の合意 を示す表現 としては意義があるが、そのよ うな制度が長期間存続す ることは 自明

ではない。

今 日のよ うな財政危機 の時代における教育費 の財源調達 とい う実践的関心に とって、本

稿の分析 は次の点で示唆 を与 えるものである。財源 は固定的な ものではな く、寄付金 をも

含めた財源 の開発に取 り組む余地が十分にある5。その一方で中央政府や都道府県が市町村

5高 寄昇三による戦前の政府間財政関係・地方財政の研究では学校の建設費や運営費が地元

図4－8図 書購入費の財源構成 （中学校）
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の担 う義務教育を補完す ることもあ り得 ることも指摘できる。教材費や 図書費あるいは耐

震診断や耐震補強費 といつた緊急 に必要 とされ る経費 については地方 交付税以外の財源に

よつて担保す ることも検討できよ う。その際には時限措置 も方策 として考 え られ る。

本稿 の理論的な含意は制度分析に関するものである。

第1に 、公式制度の帰趨は制度化 に影響 を与えるとい うことである。ある公式制度が成

立 した り、廃止 された りすれば財源構成に直 ちに影響を与える。た とえば1984年 の教材費

の国庫豊負担廃止によるシェアの変動はその代表例である。

第2に 、 しか しなが ら、公式制度 の帰趨が直ちに制度化をもた らす わけではない。つま

り、公式制度の変動によつて確かに財源構成のシェアに変化が生 じることはあって も、そ

れが一時的なことかもしれない し、均衡状態 （つま り制度化）に達す るまでにどの程度の

時間が必要かはその時点では不明である。教材費廃止直後には都道府 県支 出金 が一時的に

シェアを増大 させ、補完機能 を担 った ものの、それはあくまで短期間の トレン ドであった

ことがその例である。

本稿が分析結果 を踏まえて、今後の研 究上の課題を指摘する。

第1に 、なぜ制度化が進むのか とい うことである。本稿では寄付金に頼 らず、公費に依

存す るとい う制度が成立 していることが示 されている。 この よ うな制度化 をもた らした要

因を析 出する必要がある。

第2に 、公費＝政府支出と寄付金が トレー ドオフの関係 になるのは必然なのかそ うでな

いのかを明 らかにす る必要がある。 た しかに地方財政法の規定 により、強制的な寄付金 は

禁 じられているが、それ をふまえてもなお寄付金のシェアが急減 していった理由は十分明

らかになつた とはいえない。

第3に 、地方教育費への財源投入が これまでは比較的安定 していた公式制度上の要因や

その他の要因を明 らかにする必要 がある。地方教育財政 にかんする政治過程分析 も必要 で

ある。北村 によれ ば、わが国において戦後一貫 して地方政府が対人サー ビスを中心 として

行政サー ビスを充実す ることができたのは、中央政府 による地方財政の暗黙の債務保証が

存在 していたか らである。一般 にこの議論は地方財政 の放漫運営を招いたとす るスタンス

であるが、北村が指摘す るよ うに、地方政府の活動量を高める段階においてはこのよ うな

債務保証機能 にも一定の存在意義があったのである （北村2009：183） 。地方教育財政におい

て、なぜ、 どのよ うに地方政府の教育サー ビス提供を安定化 させ るよ うな公式制度が創設

され、それが拡充 ・縮小 していったのかを明 らかにしなければな らない。

本稿 の分析 はあくまで各年の財源構成の推移 であり、その意 味で静学的分析である。 同

額的分析 も組み合わせることでよ り精度 の高い分析結果が得 られ ると考えている。

参考文献

住 民 の寄付 金 に よ り賄 われ ていた こ とが 当時の財政 資料 を用 いて説 得 的 に紹介 され てい る

（高寄2000、2003、2004、2006） 。
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Ⅱ 第三の教育改革はなぜ失敗 したのか

―1960年 代～1970年 代 の教育政策過程―

徳久 恭子 （立命館大学）

はじめに

2008年 ，アメリカのサブプライムロー ン問題に端を発する世界同時株安が100年 に一度

と評 される金融危機 を惹起 させた。輸 出を経済成長の要 とした 日本企業はこの煽 りを受けて

業績を急速に悪化 させ，その多 くが建直 しを迫 られている。 自動車，電機産業では，大企業

が相次いで人員削減計画を発表 し，派遣 ・請 負 ・期間労働者の削減や正規従業員の早期退職

募集が実施 されている。バブル経済の崩壊により日本経済が停滞 した1990年 代 とは比べ も

のにならない速 さで実施 され る人員削減は 「派遣切 り」 と表 され，社会問題化 している。経

営状況の悪化に伴 うリス トラはこれにとどまらず，新規学校卒業者 （以下，新規学卒者）の

採用内定取消 しが事業規模 ・業種の別にかかわ らず発生す るな ど1，雇用不安は募るばか りで

ある。

一連の問題は
，1990年 代以降に進 められた規制緩和 とビジネスモデルのアメ リカ化によ り，

労働市場が流動化 し，終身雇用や年功制賃金などに特徴づけられ る日本型雇用システムが大

きく揺 らいだ ことで深刻化 した と指摘 されることが多い。 この見解に異論はないものの，正

規従業員の雇用維持 とい う選好が依然 として強い点は見逃せない。激 しい競争を迫 るグロー

バル経済を勝ち抜 くには人件費の削減が不可欠であることから，労働市場の弾力化 に向け，

数次にわたる派遣労働者法の改正が行われたことは記憶に新 しい。 しか しその試みも，中核

労働者 の雇用を守 りつつ，周辺的な労働者の雇用調整によつて弾力性 を保証するとい うデ ュ

ア リズムを強化 させ たもので しかな く，雇用システムの核心的な部分 は堅持 されている

（OECD2005； ヴォーゲル2006） 。 リスクに曝 される周辺的な労働者に対す るセーフテ ィ

ネ ッ トを欠 くことは，かねてか ら問題 にされていたが，未曾有の金融危機 は彼 ・彼女 らの脆

弱性を如実に表 した。 このよ うな労働市場をもつ 日本では，正規従業員 とい う安定的な地位

を手にするために，理想的な学歴 を得 ることが重視 され る。幼年期か ら青年期まで熾烈をき

わめる受験戦争は 「就職」 とい う一度 きりのチャンスを手にする手段 であ り， 日本型雇用シ

ステムはそれを要請す る （玄田1997） 。

教育 と雇用の関連性を 日本社会に暮 らす多 くの人は自明視 しているが，教育学では最近ま

で周辺的な関心事項にされてきたように思われ る。教育社会学者か らはただちに異議を唱え

られそ うだが，固有の領域 に縛 られる教育学は教育をレジーム と関連づけて検討することに

消極的であったといえる2。ところが，戦後主要先進国は 自国の政治的経済的社会的情状 を斟

酌 して，政府が国内市場に適宜介入することを慣行 とす るケイ ンズ的福祉国家を築いてお り，

1厚 生労働省が2008年11 ．月25日 現在の情報として公示 したデータによると，2009年3月

卒業予定の学生に対する採用内定取消 し件数は，87件331人 に昇 り，過去10年 で最悪の数

値 となっている  (http://www-bm.mhlw.go.jp/seisaku/26.html 最終確認 日2009年1月

21日 ）。

2領 域 学 問 とい う性質 ゆえの限界 につ い ては，青木 （2007） に詳 しい。
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教育は雇用政策や経済政策の体系か らなる 「生産 レジーム」を構成する主要素であった3。日

本で も1960年 代か ら70年 代半ばにかけて，教育は雇用政策 との関係か ら再編を迫 られてお

り，学校 とい うミクロコスモスに力点を置 く分析や保革対立の側面をことさら重視す る見解

は，全貌 を見誤 ってきた可能性を残す。

た とえば，中央教育審議会 （以下，中教審）が1971年6月11日 に提出 した第22回 答申

「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策について」（以下，四六答 申）

は， 日本の生産 レジームの再編を 目指す過程で示 された答申の一つであるが，教育学の分野

では，保革イデオロギー対立を反映 して 「国家主導」「財界寄 り」「能力主義による格差拡大」

と評 された当時の印象論を再検討せぬまま，放置 している。 しか し，四六答申を改めて読む

と，そこには現在に通ず る問題が複数指摘 されてお り，掲げ られた改革案のい くつかは，1990

年代以降，形を変えなが ら制度化 されつつある。 ではなぜ四六答 申が提示 された当時には，

実現が阻まれたのであろ うか。

本稿 はこの問いを，私たちが直感的に理解 している事実，すなわち， 日本の生産 レジーム

が，戦後教育の弊害 としてことあるごとに指摘 された，偏差値による能力の一元化を求める

とい う構造的要因か ら説 明す ることを第一の課題 とす る。その うえで，レジームの要請 と異

なる能力の多様化 を目指 した中教審の改革，いわゆる 「第三の教育改革」が未完に終わった

理由を個別具体的な政治過程に即 して分析することを第二の課題 とする。 レジームを論 じる

マクロな視点をもちつつ，個別 の政治過程 （マイクロな政治過程）を論 じることは，議論の

抽象化 を避けつつ， 日本の教育制度の粘着性 を明 らかにする。1960年 代から70年 代 にかけ

て行われた教育政策に関する実証研究は管見の限 り，通史や時事評論を除いて手薄であ り，

本稿はこれを幾分か補完する。

このように本稿は，教育を 日本の生産 レジーム，とりわけ雇用システムに注 目して検討す

るもの4であるが，日本の福祉 ・生産 レジームを構成する諸システムが確立 し，秩序を安定 さ

せた1960年 代や70年 代 に関する研究が手薄なことは教育学に限ったことではない。政治学

についても妥当する。変化 を説明することの面白さが研究者を特定の領域に誘引するのかも

しれ ないが，社会経済秩序が不安定化 し，対応 を迫 られ る今 日，安定を改めて説明すること

は十分に意義のあることのように思われる。現代史のミッシング ・リンクといえる時代 を再

検討 し，未完に終わった改革が後続の政策に与えた影響 を検討す ることを第三の課題 とし，

展望へつなげたい。

1日 本の生産 レジームと学歴5

3福 祉国家における福祉 ・生産 （雇用） レジームについて
， 日本語で簡潔 に書かれた文献 と

して，宮本 （2008）が挙げ られ る。

4日 本の生産 レジームについては，基幹産業 （大企業）の労使関係のみな らず，中小零細企

業の雇用 を支える保護政策 （いわゆる 「土建国家」のしくみ） を併せて論 じる必要があると

す る宮本の指摘 （宮本2008：22－23） を筆者は基本的に支持するが，本稿 は教育 と雇用慣行

に焦点を据えるため，分析の射程を限定 している。
5本 章は拙稿 「新 しい社会的 リスク管理は可能か」 を要約 したものである。福祉 ・生産 レジ
ームに関す る理論 に関心をお持ちの方は

，徳久 （2007）をご参照下 さい。
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戦後の福祉国家の課題は，国民の福利を保証す ることにあり，雇用にかかわる制度 と社会

保障や福祉の制度を築 くことにあった。政府 に求められ る施策は，雇用 ・経済 ・社会保障 ・

福祉 など多岐にわたるが，いずれの政策をどのよ うに／ どの程度行 うかは国ごとに異な り，

資本主義 に多様性 を生 じさせた。比較政治経済学の分野では，相互に連関する雇用や福祉 の

制度の関係性か ら多様性 を説明す る試みが意欲的になされているが，近年，生産 レジームに

関す る研究も増えている。経済のグローバル化により収斂す ると予想 された諸制度が多様性

を保 ち，各国企業はそれ らを利用 しながら比較優位 を築いていることが明 らかにされたか ら

である。

生産 レジーム論 に関す る先駆的な研究 を行つたホール とソスキスらは，労使関係，職業訓

練 ・教育制度，企業間関係，企業統治などが相互補完的に組み合わ さりなが ら，各国の生産

レジームを特徴づ けていると指摘す る。具体的には，生産 レジームをアングロ＝サクソン諸

国のような 「自由主義的市場経済 (Liberal Market Economy) 」 と大 陸 ヨー ロ ッパ ， 北 欧 ，

日本な どの 「調整的市場経済 (Coordinated Market Economy) 」に大別 し，そこから企業行

為の相違を説明 している。調整的市場経済に類別 され る国家 も一様でな く，産業部門ごとの

調整を重視するもの （北欧や ドイツ） と企業集団内部における調整を重視す るもの （日本や

韓国）に分けることもできる。各国の類型を違えさせ る要因は，経営者側の組織化の有無や，

調整の制度を経営者側が事前に形成 しているか どうかとい う経路依存性 に求 められ る。歴史

的に築かれる諸制度は補完性 をもち，共時的構造 となることで制度刷新のコス トを高める。

このため，各国の生産 レジームは外生的な変化 による影響か ら自由でないものの，中短期的

にはそれぞれの特徴を維持するとされる (Hall and Soskice  2001)•B

経済の 自由化が進み，アングロ＝サ クソン的なモデルが積極的に導入 された1990年 代の

改革を経てもなお中核労働者の安定を保証す る日本の雇用システムが程度の差 こそあれ堅持

されている点を念頭に置 けば，ホール らの指摘が的を射たものであることが理解 され よう。

では 日本の雇用システム，ひいては生産 レジームはいつ，どのように創 られたのであろ うか。

経営学の教科書を開くと日本的経営の構造は，1960年 代か ら70年 代にかけて確立 し普及

したとされ る。 日本的経営の特徴をあ らためて確認 してお くと，それは独 自の人事 システム

（雇用システム） と企業様式か らなる。前者 の人事システムは，優秀労働者の吸収 ・定着，

教育訓練，有効利用，不要労働力の排除，差別的雇用の活用を企業別に行 うシステムであ り，

それは新規学卒一括採用 と企業規模別賃金に支えられている。後者の企業様式 とは，欧米の

株主中心体制 と異な り，安定株主に支 えられた社長中心の経営を行 う日本特有の株式会社制

度，およびその背景的要因となる企業集 団 ・企業系列に象徴 され る企業結合の様式に特徴づ

けられ る （三戸 ・池内 ・勝部1999） 。

企業別 の雇用システム と企業結合に特徴づけ られる経営のあ り方か ら，日本企業を 「イエ」

と喩え，正規従業員を運命共同体の一員 とみなすことは知 られているが，企業の生産市場戦

略か らすれば，それは合理的な選択 といえる。企業の生産 を支える労働者 の技能は，OJTを

通 じて獲得 され るがゆえに移転可能性の低い 「企業固有の技能」，徒弟制度や職業学校な どで

統一的に教授 されるがゆえに同一産業内で移転可能な 「産業固有の技能」，移転可能性の高い

「普遍的な技能」の三つに類別 され る (Estevez-Abe, Iversen and Soskice 2001) 。戦後 の 日
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本は，公的な職業訓練制度を欠いた ことや，外貨制約 によつて保護 された国内市場で競争 に

よる産業の育成を通産省が採ったことなどもあ り，個々の企業は不断の技術革新により競争

優位 を築 くとい う戦略，すなわち，企業特有の技能に依存 した生産市場戦略を採用 し，OJT

中心の訓練方式を内部化 していった。

企業固有の技術は移転可能性が低いため，労働者 は失業とい うリスクに弱い。 リスク回避

を望む労働者 に技能の習得を要請するのであれば，雇用保護が求められる。 くわえて，職業

訓練は膨大な投資を伴 うことから，経営の側 も長期雇用を志向する。では，企業はどのよ う

な基準に則って採用 を行 うのであろうか。労働者の技能が採用後の教育訓練により習得 され

る場合，多様な技能の習得 を可能にする認知能力の高 さ，すなわち，期待訓練費用の観点か

ら採用 を決定すると仮定 される。訓練可能性の高 さは直接観察 されないため，期待訓練費用

は教育，生得能力，年齢，性別な ど背景特性 を間接指標にして測 られ る。大学類型別就職先

とい う統計を確認す る限 り，大企業の就職率は偏差値上位大学が優位であるとい う結果を得

られることから，採用は偏差値 とい う基準に重きを置 くと仮定される （竹内1995：124－125） 。

学歴社会 日本 とは，こ うした就労ルー トを示す言説で，戦前か らの学歴 ヒエ ラルキーはそ

うした選抜を可能に した といえる。事実，戦間期の大企業のケーススタディによれば，正規

従業員 としての入職資格を得る うえで決定的だったのは学歴であり，新卒者の採用にあたっ

ては，企業が 目ぼしい学校 に直接求人を出し，学校長や人事課，ゼ ミの教授などの推薦 を受

けた者 を対象に採用試験 を実施 して選抜 を行った とい う （菅山1998：12－13） 。学校 から企

業へ とい う就職ルー トは1920年 代半ばにはすでに定着 してお り，企業に とって学校が重要

な選抜基準であった ことがわかる。留意 したいのは，企業にとって有用な指標は偏差値その

もの とい うよ りは，採用活動 を容易にする学校歴 による類別化にあった点である。明示的 ・

暗示的な指定校制やOB・OGの リクルー ト活動な どが， 日本の新卒市場のなかに埋め込ま

れているの も，採用 に際 して類別化が重要な基準であることの現れであ り （竹 内1995：

148－151），それが雇用慣行 として定着 し，現在に至っている。

だが，雇用慣行 として新規学卒一括採用が定着するのは，1960年 代以降のことであ り，戦

後 しば らくは労働市場は流動的であった。1960年 代に加速 した工業化は若年労働者 と新技術

に長けた熟練労働者の慢性的な不足を生 じさせ，経営者 の頭 を悩ませた。内部的には労働者

のインセンティブを高め，外部から適切な人材 を確保するために経営者が採った方策は手厚

い企業福祉の提供であ り，これにより生産性の高い人材 を確保 しながら， さらなる成長 を遂

げることが 目指 された。生産性の向上によ りパイの配分が拡大することを理解 した労働者の

側 もこれ に同意 し，経済成長の枠組みのなかで労使双方の利益実現を目指す，いわゆる目本

的労使関係 が定着 し，新規学卒一括採用も日本的経営を支える要素 として組み込まれたので

ある （久米1998； 新川2005） 。

このように， 日本の生産 レジームは1960年 代後半に確立 したわけであるが，それ以前に

は別様の選択肢 も検討 されていた。生産 レジームの相違は異なる技能を要請することから，

そ こで検討 された教育訓練政策 も現在 と同 じでなかった。次に，その内容を確認 してお こう。

2財 界による生産 レジームの模索とその挫折 ―1960年 代―
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三一書房が公刊 した戦後 日本教育史料集成を閲覧すると，1960年 代の教育は 「経済の高度

成長 と教育」， 「能力主義教育の展開」 とい うタイ トルで整理 されている。戦後教育学の第一

人者の一人であ り，同時代を生きた堀尾輝久も 「とりわけ一九六〇年代 に入ってから，財界

と国家の癒着の体制 （国家独 占資本主義）の確立を通 して，経済界の要求が国家権力を媒介

として，教育政策に貫徹 し，教育政策の経済政策への従属が決定的 となってくる」 と述べて

いることか ら （大田編1978：288） ，教育学では，国家権力による統制的政策 を通 して，偏

差値で一元的に序列化 される教育の能力主義化が進行 したとする理解が一般的なよ うである。

だが この因果関係は必ず しも正 しくない。偏差値 による能力の一元化 とい う現象は，1960

年代以降も強ま りを見せた し，個別企業はそれ を活用 した。 ところが，教育学か ら批判 され

た財界は能力の多元化を求めてお り，一元化は意図せ ざる結果だったからである。教育政策

と教育現実のズレに着 目した研究は， これまでも行われてきたが，十分な説明は加 えられな

かった。乾彰夫はその原因を，①学校教育 とい う領域に限定 して議論 していること，②労働

市場 との関係 から教育を捉 えている場合にも，《労働力政策→教育政策→教育現実》とい う

関係性か ら説 明していることの二点に求めてい る。そこで乾は，《労働力政策→労働力実態

→教育現実 》とい う構図を対置することで限界を克服 しよ うとする。具体的には，「当初は国

家 レベルでは，労働力政策 と一体の課題認識 と論理にしたがって作成 されたはずの教育政策

が，その展開の過程で政策意図 とは異なった教育実態を生み出 した最大の理 由は，政策意図

を超えた労働力実態 レベルの独 自の展開にあった」と仮定 して （乾1990：23） ，その検証に

努めている。

要す るに，乾は政府や財界の志向した労働 ・教育政策 と実態 としての生産 レジームが乖離

したこと，そ して後者が優位 したことに着眼 したわけであるが，ここに制度の歴史的経路依

存性 が確認 され る。 この点に注 目しなが ら，具体的な内容 を検討 しておこ う。

1960年 代初頭の労働市場の実態 と財界の展望

1954年12月10日 に発足 した第一次鳩 山一郎内閣は，講和独立か ら高度経済成長への分

岐点 となった。鳩 山は長期計画 を経済運営の基本 として，翌55年12月 に 「経済 自立五カ年

計画」を閣議決定 した。完全雇用を 目指す姿勢は，岸信介内閣の 「新長期経済計画」 （1957

年）に引き継がれ，高い成長率を維持 しつつ完全雇用 に接近す ることが 目標 とされた。 これ

が池 田勇人内閣の 「国民所得倍増計画」 （1960年 ）の起源 となった側面は否 めない。だが計

画には，池 田のブレーンであった大蔵省 の下村治が作成 した下村 プランの固有性 も認め られ

る （河野2002：199－202） 。民間設備投資を中心 とした供給サイ ドを重視 し，ⅠMF・GATT

体制を念頭に置 く下村プランを反映 した同計画は， 「社会資本の充足」「人的能力の向上 と科

学技術の振興」「社会保障の充実 と社会福祉の向上」「貿易および経済協力の促進」「産業構造

高度化 と二重構造の緩和」 「雇用の近代化」な どを計画課題 とした。

教育については，教育訓練小委員会の報告 を受け，教育訓練の長期的課題 として中等教育

の完成，科学技術者および技能者の量的確保 と質的向上の重視，高等学校の拡充，工業高校

の増設，学校教育 と職業訓練の連繋，産学協同制度の確立な どが強調 された。教育訓練小委

員会には，専門委員のほかに経済企画庁，大蔵省，労働省，文部省の担 当官が恒常的に参加
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してお り，経済発展を支 える人的能力の開発 とい う課題の認識 ，およびそれ を実現するため

の長期計画の必要性 を共有 した6。

教育における長期計画の必要性は 日本に限 らず，1960年 代には各国で叫ばれていたが，こ

うした動向はスプー トニク計画の成功に触発 されたところが大きかつた。 ソ連の経験か ら社

会経済の発展は教育に依存する所が大きいことを理解すると，欧米各国は社会経済の総合計

画に応 じた教育計画の立案 ・実施を意欲的に試みた。 日本でも，清水義弘をは じめとする教

育社会学者が教育計画論にいち早く着 目し，経済審議会への参加 などを通 じて政策に反映 さ

れるようになつた。教育計画論の第一人者である清水が 「教育はそれ 自身 目的を有 しない」

と表現 した ように （清水1978：58） ，ここでは社会が教育を規定すると考えられた。文部省

が1962年 に示 した 『日本の成長 と教育 ―教育の展開と経済の発達―』 においても，「教育

投資の観点に立つ教育計画は，社会的要請の面にお もな視点をおいて，換言すれば，きたる

べき社会が何を教育に求めるか，また，教育が新 しい社会の形成のためにいかに貢献するか

の観点に立って，究極において，国民の福祉増進のために，長期的展望のもとに公共投資の

一環 として教育投資の計画化」が図 られなければな らないことが述べられている7（文部省調

査局1962：135） 。では，教育計画はいかなる観点に即 して立て られたのであろ うか。「今後

に予想 される技術革新 の進展，労働需給の変化等に対応 し，わが国経済を健全に発展 させる

ためにとるべき人的能力政策の基本方向」を諮問 された経済審議会の答 申 「経済発展におけ

る人的能力開発の課題 と対策」 （1963年1月14日 ）か ら内容 を確認 してお こう。

答申によれば，人的能力開発は技術革新 と経済構造の変化か ら要請 され るものであ り，「新

しい技術革新時代 にふさわ しい人的能力 と経営秩序」の確立が一体的に求められ るとい う。

技術革新はかつてない速 さで生産技術 を変化 させ，陳腐化 させてい く。 日本が国際競争力を

強化 させ，世界経済の進展に追従す るには，人的能力の育成 と活用が不可欠であ り，高生産

性部門への労働力移転が急がれる。国内でも第一次産業か ら第二次産業へと就業構造が変化

しつつあったが，その過程で一部の熟練工や新規学卒者を中心 とす る若年労働者の不足が深

刻化 した。若年者ほ ど新 しい技術への適応性が高いことがこうした事態を生 じさせたが，若

年労働者の供給には限 りがあることから，中高年 も含 め産業間，地域間等の労働力移動が必

要 となる。経済審議会は経済成長のカギとして，積極的な中途採用の活用を掲げたが，戦前

か ら一部大企業で採用 された，終身雇用を前提 とす る年功賃金や年功人事を採 る日本の経営

秩序がそれを阻む ことが問題 となった。そこで経済審議会は，同一労働 同一賃金を原則 とす

る職務給制を導入す ること，職種 ・技能の標準化や客観化を図ることで能力や業務を正当に

評価 し労働者にインセ ンティブを与えること，そのために必要な条件整備 を行政が行 うこと

により，労働力移動 を容易にす ることを掲げた。要す るに，経済審議会は労働市場を流動化

させ，高生産部 門に適宜人材を供給できる制度を構築するとい う意味の 「経営秩序の近代化」

6そ れを象徴するかの ように，1960年11月 に文部省が発表 した 『進みゆ く社会の青少年教

育』の論調は 『国民所得倍増計画』 と類似 している。
7こ の当時，人的能力政策はナ ショナル ・ポ リシーと位置づけられ，実施主体を政府 とす る

見方が一般的であった。こ うした見解は，OECDの 教育委員会でも積極的に提言 されてお り，

世界的な潮流であった。
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を強く求めたのであった。

学歴や年功のよ うな属人的な要素を重視す る雇用慣行に代わ り，客観的に指標化 された基

準で評価 され る 「能力主義」を徹底 させること，いわゆる日本経営の近代化 とい う課題は労

働市場政策に限 らず，学校教育においても適用が 目指 された。関連する箇所を少 しばか り引

用 しておこ う。

「戦後の教育は，教育の機会均等 と国民一般の教育水準の向上については画期的な改善がみられた

が，反面において画一化のきらいがあり，多様な人間の能力や適性を観察，発見 し，これを系統的効

率的に伸長するとい う面においては問題が少なくない。その関連で問題になるのは，有名校への集中

によって生ずる浪人問題であり，また同一教育段階における学校間の大きな学力格差の存在である。

これらは学歴偏重という社会的風潮に教育がわざわいされた結果現れた問題 とも考えられるが，いず

れにしろ人的能力の適正な開発 とい う観点から改善を要するところである。

（中略）

教育および社会における能力主義の徹底に対応して，国民自身の教育観と職業意識 も自らの能力や適

性に応 じた教育を受け，そこで得られた職業能力によって，評価，活用されるとい う方向に徹すべき

であろう。したがつて入学試験と入社試験に大きな努力を注げば，あとは年功に安住 しているという

ような生きかたは徐徐に通用 しなくなるであろう。

最後に，能力に応 じた教育，あるいは評価，活用といつても，それによって人間の貴賎を示すもの

ではないとい う点は強調されなければならない。 …下職 業の貴賎の観念にこだわる風潮，身分的な職

業観 それに対応する差別待遇等は戦後かなり改善されたが，さらにいっそ うの近代化努力が必要で

ある。」（経済審議会編1962：15－16）

このよ うに答申は，学歴＝偏差値による一元的序列化 を促す評価制度 を批判 し，多元的な

能力を育成 し，能力 ごとに客観的に指標化 された基準に即 して評価することを求めたのであ

った。変化に対応できる人的能力の開発 を重視する経済審議会は，恒常的に新 しい職業能力

を獲得することを期待 してお り，答申では再教育 ・再訓練の必要性が強調 された。学校教育

や新規学卒者 を対象 とす る職業訓練に限 られない，キャ リア全般にわたる教育訓練を重視す

る姿勢は，後に 「生涯教育」を支持する姿勢につながった8。ここでは，職業に応 じた能力の

獲得を可能にす るための学校教育の課題 を確認 しておこう。

第一に，国民に共通す る一般教育の保障が要請 された。各種の職業は異なる能力 を個別 に

求めるため，職業能力は多様 になる。 だがそ うした能力も基礎学力の上に成 り立つため，国

民に共通 した基礎能力が等 しく獲得 されていることが求められ る。初等教育では，こうした

能力の獲得が課題 とされた。

第二に，中等教育における適正の発見 と進路指導の強化が挙げ られた。個人の適性 は多様

であることか ら，「画一的な教育を全員 に与 えるものとして中等教育の完成を理解すべきでは

ない」 とされた。具体的には，全生徒 に共通する一般教育を充実 させる とともに，必要に応

8経 済審議会人的開発研究委員会の教育 ・文化専門委員会が1972年6月8日 に発表 した中

間報告では，次期経済計画は経済成長至上主義を脱却 し，国民福祉の観点か ら作成 される必

要があ り，教育の取 り扱いは 「生涯教育」 とい う観点から見直 されるべ きことが述べ られて

いる。
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じて職業教育を導入 し，その質や量を変えることや，進級 ．進学の弾力化 （飛び級制度）な

どを求めている。進路指導の強化については，専任カウンセラーの配置や職業紹介機関にお

ける職業指導機能の充実などが掲げ られている。職業教育については工業高校の拡充を求め，

実施については産学協同の促進を要望 している。

第三に，戦略的マ ンパワーを念頭に置いた人材 の養成が掲げられた。科学者，技術者，高

質な事務 ・管理従事者が主たる対象 とされているが，それは経済発展を直接担い， リー ドす

る高度の創造的知的能力をもつハイタレン ト9の養成 として位置づけ られたか らであった。そ

の手段 として，中高一貫教育校の設置が提案 された。

第四に，効率的な能力伸長のために，教育段階の切れ 目の前後で存在す る教育内容の重複

を排除す ることな どが求められた。

第五に，高等教育における科学技術教育の充実が要請 された。

労働市場の再編 に併せ，多元的な能力の供給を可能にす る学校教育の確立は喫緊の課題 と

された ことか ら，荒木萬壽夫文相は1963年6月 に 「後期 中等教育の拡充整備 について」を

中教審に諮問 した。1966年10月31日 に提出された答 申は，「経済的，社会的発展のにない

手 として，もっとも大 きな割合を占める青少年に対 し，初等教育の基礎の上に， さらに充実

した個性 と能力を発揮 させる機会 を提供することが，今 日の重要な国家的課題 である」10と

して，多様化を核 とす る後期 中等教育の拡充整備 を訴えている。 しか しその前提 として， 日

本の教育界 と一般社会に見受 けられる偏った考え方，すなわち，「学校 中心の教育観に とらわ

れて，社会の諸領域 における一生を通 じての教育 とい う観点を見失った り，学歴 とい う形式

的な資格を偏重 した りす ること」や 「職業に対す る偏見」をな くさなければな らない として

いる。後期中等教育政策 に対す る基本認識や提案 された課題はいずれ も経済審議会の63年

答申の域を出ず，追認に終わっている11。

以上の ことか ら，1960年 代前半の教育政策は，労働力実態の再編を企図す る労働政策 に規

定 されたことが確認 された。では，労働力実態は経済審議会が望む方向に変化 したのであろ

うか。

1960年 代の労働市場の実態

経済審議会が 「国民経済全体の生産性 をたかめるためには，労働力の円滑な移動 と企業経

営における積極的な中途採用の活用が望まれる」 として，それを阻む年功制 を重ん じる 日本

の経営秩序の近代化を求めたことはすでに述べたが，賃金の職務給化は，1950年 代後半から

9こ こでい うハイタ レン トとは，「自主技術 を生み出す科学技術者，新技術をとり入れ新市場

を開拓 してい くイノベーターとしての経営者，複雑化する労使関係 を円滑に処理 してい くべ

き労使 の指導層」な どが想定されているが，彼 ・彼女 らには高度の創造的知的能力のみなら

ず，社会的責任感 をもつことが期待 されている （経済審議会編1962：15＆21） 。
10中 央教育審議会第20回 答 申 「後期 中等教育の拡充整備ついて」 （1966年10月31日 ）

 (http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/12/chuuou/toushin/661001.htm 最終確認日

2009年1月25日 ）。
1163年 答 申との違いは，中教審の答申に 「期待 される人間像」が付 された点にある。期待

され る人間像 は， 日本教職員組合や社会党，共産党な どから 「反動的」 と批判 された。
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日本経営者団体連盟 （以下， 日経連）の指針 とされた12。

業務 を通 じて熟練技能を体得することが一般的であった経営環境 のもとで定着 した年功賃

金 と年功人事 とい う雇用慣行は，従業員に安定を与えるのみならず，経営の側か らしても 「年

功秩序によって基幹労働力を確保するとともに年功秩序は大多数の平均人的な労働力 を管理

する基準 として，恣意的なものを排除 し，従業員に公平感を抱かせ，経営秩序に平均的なモ

ラールを確保できる」手段 として有効であった。つまり，「年功秩序は企業経営内の技能秩序

と調和 し，労使双方の要求に応 じた 日本的な制度」であった （経済審議会1963：25） 。

しか し財界は，技術革新 と経済成長の時代には，この慣行が 日本経済に負の影響 を与 える

と考えたのである。具体的には，若年労働力の不足により若年層 の賃金水準が引き上げられ

る状況で年功賃金が維持 されれば，非能率化 した中高年労働者の賃金 も一律引き上げること

とな り，企業経営に過剰な負担を課すことが懸念 された。 くわえて，新技術に対応する若年

層が年功制に不満を抱き，モラール を低下させることや，安定 した身分が再訓練に対する中

高年層のインセンティブを下げることも問題 にされた。賃金の職務給化 は，こうした問題 を

解決す るもの として早 くから期待 されたのであった。

ところが実態は変化 を阻み，終身雇用を前提 とする年功制を強化する方向に動いた。労働

市場の流動性 を高めるとい う財界の政策は， 日本経済の効率性 を高めるとい うマクロな観点

か ら合理的であったとしても，基幹労働力の安定的な確保を願 う個別企業にとってはそ うで

なかつたか らである。

経済審議会や 日経連，日本経済調査協議会13（以下，日経調）の答 申や提言を確認す ると，

財界はマクロな観点から，企業横断的な職業専門的標準の設定を前提にした労働政策を想定

していたことがわかる。職業訓練や再教育に関す る学校 と企業の連携 もこうした標準があれ

ば可能だが，公的職業訓練制度の設置が遅れた 日本では，標準や資格の創出を同時に行 う必

要があった。

他方で，個々の企業は技術革新や貿易 自由化 とい う変革の波 を受けて，恒常的な経営 ・生

産組織の刷新を迫 られていた。業務に必要な知識や技術の高度化は全従業員 を対象 とす る再

教育 ・再訓練の必要 性を高め，1950年 代半ばか ら企業内教育が積極的に行われるようになっ

た （日本経済調査協議会2001：220－221） 。 日経調が主要企業の課長240名 を対象に実施 し

たアンケー ト 「昭和43年 度における教育訓練の重点施策」によれば，重点施策 として 「推

進」され ている訓練の上位5項 目は，①管理者教育，②中堅者教育，③新入社員教育，④OJT，

⑤ 自己啓発 となってお り，職位縦断的に企業内教育が実施 されていることがわかる （同 ：160）。

この結果を受けて， 日経調は 「個々の企業がそれぞれ別個に，全従業員 を対象 とした全体的

組織的教育計画をもつことははた して妥当か」 と疑問を投げかけ，企業相互の協力の方法を

確立す ることを当面の課題 とした。企業内教育を重視する姿勢は 「企業固有の技能」習得に

12年 功賃金の問題については，日経連が1960年 に公刊 した 『賃金体系の近代化 と職務分析』

にも取 り上げられているが，その内容は経済審議会の63年 答申と類似す る。
13日 本経済の発展に寄与す ることを主 目的に，内外の経済 ・政治 ・社会 ・文化 ．教育 ・技術

な らびに企業経営をは じめとす る中長期の基本問題を幅広い視野に立つて調査研究す る機関

として，1962年3月13日 に経済団体連合会， 日本商工会議所，経済同友会， 日本貿易会の

経済界4団 体の協賛を得て設立された任意団体。
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対す る期待の表れであることか ら，マクロな政策 と個別企業の戦略が異なっていたことが確

認 され る。

固有の技能習得を求める企業は，認知能力や訓練可能性の高 さとい うきわめて曖昧な基準

を頼 りに採用 を行 うことになる。学校歴による類別化 を図 り，人材の量的獲得 と早期予約を

求める企業のいわゆる 「青田刈 り」 を日経調が批判 したのは （同 ：223＆230），その証左で

ある。企業が設定する就 労ルー トは学歴 ヒエラル キー14に特徴づけ られるため，人々はより

高い学歴を獲得す るために学歴獲得競争 ＝受験戦争に従事す ることになる （苅谷1995； 佐

藤2000） 。

1960年 代に見 られた高等学校への進学率の上昇は，雇用機会を有利 にし，安定 した職場で

の就労を可能 にしたい とい う個人の合理的な選択の集積 であったが，高等学校卒業者数 の増

大は教育投資の限界収益を減少 させた。その結果，各人はより上級の学校 （短期大学や大学）

に，なかでも一流校への進学に追加投入 を余儀なくさせ られる。「こ うして過剰生産 された学

卒労働力の価格は当然相対的に低下するが，良質の労働力が安価 に提供 される以上，これに

対す る需要は存在す るから，教育の過剰生産は必ず しも表面上の就職率低下 となって顕在化

するとは限らない。その結果，生産技術上の必要 と関係 なく，求人側が持ち出す学歴要件を

底上げする効果が生まれ，これが さらに教育需要をかきたてることになる」（日本経済調査協

議会2001：92） 。

こ うした負の循環は， 日本 の生産 レジームが偏差値による能力の一元化 を求めることの証

左 といえる。加熱す る受験が問題にされながらも，解決 されないのは日本の教育制度が雇用

システムと相互連 関しながら生産 レジームを築いているか らであ り，社会需要がそれを再強

化す るからである。戦前に起因する 日本の生産 レジームを抜本的に再編 しようとす る財界の

試みは，刷新コス トの高 さから挫折せ ざるをえなかったのである15。

3四 六答申とその波紋

日本の生産 レジームの特性を念頭 におけば，経済審議会の63年 答 申と同様に，雇用慣行

の抜本的な再編 を念頭 に置 く，中教審の四六答申が具現化 されなかつた理由はおのず と知 ら

れ る。だがその一方で，四六答 申は臨時教育審議会 （以下，臨教審）をは じめ後続の教育改

革に少なか らずの影響 を与 え，いまなお改革のビジョンを提供 し続けている。本節では，政

策アイデ ィアの宝庫 といわれ る四六答申を確認 しつつ，答申の制度化を阻んだ要因 と推進 し

た要因について検討 しておきたい。

四六答申の作成

第22回 答申の表題 「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策につ

14学 歴 ヒエラルキーは縦の序列 （小学校 ・中学校 ・高等学校 ・大学） と横の序列 （普通科
，

農業科，工業化，商業化）か ら構成 される。 このため，人々は縦の序列 を昇 り詰 めると同時

に，横の序列については，進学を有利 にする普通科を望むよ うになる。
15福 祉政策 と比較 した場合，教育政策に対す る財界の影響力が限定的であるのは，前者が 日

本の生産 レジームを補完す る政策を要望 したのに対 し，後者は相反 したため と推察され る。

この点を検討す ることは今後の課題 としたい。
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いて」が示すよ うに，答 申が対象 とした内容は非常に包括的なものであった。 四六答申を実

質的に執筆 した西 田亀久夫の回想によれば，それには文部省 の思惑がい くつか関係 した とい

う。中教審は文部大臣の諮問を受け，1963年1月28日 には 「大学教育の改善について」を，

1966年10月31日 には 「後期中等教育の拡充整備について」を答申したが，これにより検

討を急 ぐ課題 の審議 を終えた。審議会の活動を休止す ることは，予算編成の観点か ら望ま し

くない と判断 した文部省は，1972年 に学制公布百年 と新学制発足20年 とい う節 目を迎 える

ことに注 目して，幼稚園から大学までを含む 「学校教育の総合的な拡充整備」の検討 とい う

テーマを設定 し，「中教審が遊ばないでゆっ くりやっていて くれ」とい う指示を大臣官房審議

官の地位 にあった西 田に与えたとい う （政策大学院大学2004：192－193） 。

明確な 目的をもたない諮問とい うこともあ り，中教審の審議はフ リーハン ドに近い形で西

田に進行が委ね られた。西田は，東京帝国大学理学部出身で戦後に高桐書院に勤めた後，大

阪第一師範学校教官，大阪学芸大学助教授を経て，文部省大学学術局学生課長，庶務課長，

調査局審議官，大臣官房審議官 （1966．5．1～1971．6．22）を歴任 したとい う風変わ りな経歴 の

持ち主で，現状維持を志向しやすい官僚制の行動原理か ら外れた人物であった。四六答 中は，

大学学術局から調査局審議官に西田を引っ張った天城勲 （当時調査局長）が事務次官に就任

した時期 （1969．1．24～1971．6．22）に作成 されたこともあ り，他の部局か ら相当の自律性が

保証 されていた16。

天城一西田とい う人的関係は，四六答 申の性格を知る うえできわめて重要である。天城 は

調査局長時代，OECD教 育委員会への参加を通 じて教育投資論の有用性 を学び，日本に積極

的に導入 しよ うとした人物で，経済審議会の63年 答 申と軌を一にして文部省が公刊 した 『日

本の成長 と教育』 （1962年 ）の中心執筆者であった。西 田も大 臣官房審議官就任直後か ら

OECDの 会合 にたびたび参加 してお り，そこで培った知見が四六答 中の基本的な構想に反映

された ことを認めている。

なかでも教育の有用性を検討す る際に用いる 「内部効率」「外部効率」とい う観点を得たこ

とが大きかったとい う。西田の説明によれば，内部効率 とは 「教育 とい うシステムのなかで

先生や生徒がお互いにどう働いて教育効果 を上げているか とい う，教育制度の中の内部効率」

を指 し，外部効率は 「ある国の教育制度が，その教育制度 を取 り囲む社会，国家の中で，ど

う社会的な要請にマッチ しているか。教育制度の社会的な妥当性」を指す とい う （同 ：174）。

西田はこれに費用対効果を表す 「財政効率」を加 え，3つ の効率を中教審の検討観点 とした。

2期4年 とい う異例の審議期間を与えられた会を進めるにあた り，西田は，現状分析によ

り問題の所在 を明らかにす ることを前期の課題 とし，3つ の効率に即 して特別委員会 を設置

した。具体的には，教育制度の外部効率関係を検討するもの として第21特 別委員会が，内

部効率関係を検討す るものとして第22特 別委員会が，教育費の財政効率関係 を検討するも

16大 臣官房審議宮 としての西田の自律性は，「事実上，官房長の指揮 を受けるとい うことは

な くて，官房審議官 としての仕事はほとん ど次官へ直接 していました。天城 さんが次官で し

たか ら，中教審のときもしょっちゅう天城 さん と連絡をしなが ら，『こういっています，こう

いっています』 と，官房長は別 に通 り抜 けみたいになって。そ うい う格好で，教育計画のプ

ランニングをや る総括の職 だとい うことです」とい う彼の回想か らも理解 され る （政策大学

院大学2004：157－158） 。
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の として第23特 別委員会が設置 され，「学校教育に対す る国家社会の要請 と教育の機会均等」

（第21特 別委員会報告）， 「学校制度の変遷 と人間の発達および個人の能力 ・適性に応ずる

効果的な教育」 （第22特 別委員会報告）， 「教育費の効果的な配分 と適正な負担区分」 （第23

特別委員会報告） とい う報告が出された17。1969年6月30日 には，これ らの報告をもとに

した中間報告が発表 され，今後の検討課題が示 された。

外部効率については，（a）社会的 ．経済的要因 との関連 において上昇す る国民の教育需要の

量 と質，（b）産業 ．学術 ・文化の高度化に伴 う教育の水準 と内容 に対す る人材需要面からの要

請，（c）教育の普及 とその水準の向上がもたらしうる社会的 ・経済的 ・文化的効果について適

切な見通 しを立て，それ らを総合的に勘案 して望ましい政策 目標 を創 ることが求められてい

るが，ここにも 「長期教育計画」とい う観点が組み込まれていることがわかる。続いて，「急

激な時代の進展 に即応 して，必要な知識 ・技術の習得 と社会的な適応を容易にす るため，あ

らゆる年齢 ．職業 ・地位 の国民のための一生 を通 じて行なわれ る教育 （生涯教育）のあ り方

について検討す ること。また，このことと関連 して，学校教育の役割 と限界および社会教育 ・

家庭教育 との関係 について検討す ること」が要請 されている。 さらに，有力企業の採用が特

定の大学に偏在することを問題にして，個人の能力 ・適性によって採用が行われ るよ うな方

途 を検討することを求めている。 こうした理解はいずれ も経済審議会の63年 答 申に通ず る

もので，継続性が確認 され る。

内部効率については，教育の質的改善に向けて創造性 を開発 し，国際性 を高めること，普

通教育 と専門教育の調和を図ることなどを第一の検討項 目に掲げている。その うえで，人間

の特性を多面的に とらえ個人の可能性を最高度に発揮 させ るために，教育内容の多様化を図

り，制度的弾力性 を高める必要があるかどうかを検討す ることを要請 している。そ して，人

間の発達の段階に適合的な学校体系のあ り方の検討が求められている。

財政効率については，諸外国に比べて 日本 の教育費の支出が不十分であることが指摘 され

ている。個別の課題 としては，教育費に対する国と地方公共団体の負担区分に関す る検討，

私立学校に対する財政援助政策の再検討，今後の学校教育のあ り方に相応す る優秀な教員を

確保す るために，教員の給与水準，給与体系な ど処遇の改善に関す る検討などを進めること

が期待 されている。

三つの特別委員会か ら出 された課題 は，初等 中等教育の改革を審議す る第25特 別委員会，

高等教育の改革を審議す る第26特 別委員会に引き継がれ，1970年 に2つ の基本構想試案が

示 された。その後，それ らを踏まえた国の基本的施策の立案が第27特 別委員会で検討 され，

長期教育計画の策定と推進の必要性が再三強調 された。全体を総括するもの としては，第28

特別委員会が今後の社会における学校教育の役割を議論 し，「生涯学習」とい う観点か ら教育

体系の総合的な再検討を行 う必要を改めて訴 えた。7つ の特別委員会18の報告 をもとに作成

17第21・22・23特 別委員会の議事録はその多 くが欠本 となっているため，各委員の現状認

識 を仔細 に知 ることはできない。
18特 別委員会の総数 は，前期 （1968－1969年）に設置 された第24特 別委員会を合わせると

正確には8つ になる。だがこの特別委員会は，激化する大学紛争 を対処す るために，緊急諮

問を受けて設置 されたもので，性質 を異にする。第24特 別委員会は，1969年4月30日 に
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された答 申は1971年6月11日 に提出された。個別の政策 は次の とお りである。

初等中等教育の改革については，第一に，学校体系の開発のための 「先導的試行」19が提

案 された。先導的試行 とは，学問的に根拠のある見通 しに立って人間の発達過程に応 じた新

しい学校体系の有効性を明 らかにす るために，制度上の特例を設けて10年 程度継続的に実

施 されるもので，ここでは，①4，5歳 児 と小学校低学年を含む幼児教育の実施，②中 ・高

一貫校 におけるコース別 ・能力別教育の実施
，③小 ・中・高とい う学校段 階の区切 りの変更，

④高等専門学校 （高専）のような中等教育か ら前期高等教育までの一貫教育の拡張の4つ が

挙げられた。実施は慎重に期す る必要があることから，新設を予定 している教育改革のため

の研究推進セ ンター （仮称） と協力す ること，成果については，教育者 ・研究者 ・行政担当

者の協力による専門的な組織によって継続的に厳正な評価が行われ る体制を整備す ることが

述べ られた。

第二に，公共教育の質的水準の維持向上 と教育の機会均等が掲げ られた。就学前教育 （幼

稚園） と高等学校の量的不足か ら私立に依存せ ざるを得ない現状 を受けて，教育条件の整備

と修学上の経済的負担の軽減を図る助成 を行 うことが述べ られている。 これは量的拡充 とい

う社会的需要に応 えるものであった。

第三に，学校内の管理組織 と教育行政体制の整備が挙げられた。私学助成 との関連でいえ

ば，公立学校 と私立学校に関する地方教育行政の一元化が掲げ られた。私立学校 も等 しく公

教育を構成する以上，行政上 ・財政上の施策を公立，私立の別 を問わず，総合的 ．計画的に

実施することが望ま しいとされたか らである。そこで，都道府県教育委員会 （公立学校 を所

管） と知事部局 （私立学校 を所管）に分断されている地方教育行政を教育委員会に一元化す

ることも提言 された。

これ とは別 に，個々の学校が校長の指導 と責任のもとにいきいきとした教育活動 を組織的

に展開できるよう，公務を分担する職制 （教頭 ・教務主任 ・学年主任 ・教科主任 ・生徒指導

主任な ど）を整備す ることも述べ られた。教育に関する国の施策はいずれ も国民の教育に多

大な影響を与 えることか ら，批判や要望を政策改善に反映させる工夫を図ることが求められ

た。

しか し，教育は教員の力に俟つ ところが大きいことか ら，第四に教員の養成 と地位向上が

掲げ られた。具体的には，①教員養成大学の整備拡充，②新任教員 に対す る1年 程度の実地

修練の制度化，③高度の専門性をもつ教員育成に向けた現職教員の再教育を目的 とす る大学

院の設置，④学識経験のある一般社会人 を教職に招致するための検定制度の拡大，⑤高度の

専門性をもつ教員 に職制 と給与で別種の待遇を用意すること，具体的には，校長，教頭，上

級教諭 ，一般教諭，助教諭のいわゆる五段階職階賃金の導入，⑥す ぐれた人材確保 のための

給与水準の引き上げ （初等中等教育の教員初任給を一般公務員に対 して30～40％ 程度高いも

「当面す る大学教育の課題に対応す るための方策について」を提出した。特殊事情 とはいえ，

高等教育問題 に関する議論 を先行 させたことは，学制を一つの体系 として総合的に議論す る

ことを難 しくした。事実，後期の審議 は，第25特 別委員会で初等中等教育を，第26特 別委

員会で高等教育を別個に審議する結果 となったのである （清水1970：24－26） 。
19西 田は 「先導的試行 （pilot project）」 とい う方法も，OECDの 会合に出席するなかで学

んだと述べている （政策大学院大学2004：176） 。
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の とす る）が挙 げられた。

高等教育について詳細は割愛す るが，多様化や種別化が強 く求められている。 同時に，そ

れ を促進する国の計画的な整備充実の必要性や私学助成の充実も述べ られている。他方で，

大学入学者選抜制度の改善の方向についても提案 されている。

答申の最後には，初等 ・中等 ・高等教育の総合的な拡充整備 を行 うための経費が見積 もら

れ，1972年 度から1980年 度までの9年 間に約70兆 円の教育投資を要す ると算出 された。

長期教育計画を策定 し効果的な教育投資を行 うこと，より高い教育効果を上げるために先導

的試行を行 うこと， これ らはいずれ も国際派の天城や彼 に抜擢 された西 田によ り導入 された

教育計画論にもとつ く提案であり，学制を抜本的に変革する可能性を中教審 とい う名を借 り

なが ら，文部省が提案 したことは画期的なことであった。

四六答 申の根底 にある教育計画論は， 日本的経営の近代化すなわち生産 レジームの刷新を

要請す る財界の構想 と合致す るものであり，ここでも多元的な能力 （多様化）が重視 された20。

では，この四六答 申は どのように評価 され，答 申のいずれの部分が誰によって，どのように

制度化 され， どのよ うに制度化を阻まれたのだろうか。以下に確認 してみよう。

四六答申に対す る社会的評価

中教審の答申を受けて，各党はいっせいに見解を示 した。自民党は，「政府 は国民の願望に

こたえ，教育改革が達成 され るよ う，最善の努力を傾 ける決意である」 とい う佐藤栄作首相

の談話を踏まえて，「国民の合意 を求めながら，全力をあげて第三の教育改革を実現する推進

力 となる」ことを表明 した。他方，野党の評価はいずれ も批判的であった。社会党と共産党

は，答申は教育内容への政府の介入や教員統制を強化す る反動的なものであると全面的に批

判 している。公明党の立場 もこれに準じてお り，民社党のみ 「長期的教育計画の必要性 とそ

の試算，教員の待遇改善等の点について率直的に評価する」 とした。ただし，先導的試行に

伴 う教育現場の混乱や画一化 ・集権化に対する危惧が同時に示 された （『朝 日新聞』1971年

6月12日 朝刊）。

教育界について も， 日本教職員組合 （以下， 日教組）や 日本高等学校教職員組合 （以下，

日高教）左派は，中教審の答申は教育統制をはかる反動的な改革案であるとして，反対闘争

を行 うことを決 めた。小学校制度の改変につながる先導的試行に反対す る全国連合小学校長

会 （以下，全連小） も 「国民の大多数の信頼のもとに，すでに安定 している小学校制度の始

期および終期について，本質的でない他の理由によって， うんぬん していること」を問題 と

し， 「このよ うな答申が生まれる裏には，中教審の委員の構成にも問題」があり，「現場の経

験 を反映させる努力が不足 している」 と指摘 した。だがその一方で，教員養成制度 に関す る

提言や 「教職を専門職 として位置づけ，その処遇 の改善にふれていること」等については賛

意 を表 した （『内外教育』1971年7月2日 ）。既得権益の保持から改革を否定的に捉えるむ

きは全連小に限らず，幼保一元化により管轄を奪われかねない厚生省 にも妥当した。厚相の

20教 育の多様化 と弾力化を求める声は，経済審議会の63年 答申に限らず，1969年7月 に発

表 された経済同友会 「高次福祉社会のための高等教育制度」や1972年3月 に示 された 日経

調 「新 しい産業社会における人間形成」においても聞かれた。

38



徳久 第三の教育改革はなぜ失敗 したのか

諮 問機関である中央児童福祉審議会は中教審の答申に合せ，「保育 と教育はどうあるべきか」

と題する中間報告を6月11日 に発表 し，保育園の 自立性を堅持する必要を訴え，10月5日

の答申 「保育所における幼児教育のあ り方」において幼保一元化論を改めて否定 した。

このように，四六答 申は当初から様々な批判にさらされたが，答 申に対する消極的な態度

はこれにとどまらなかった。答申を推進すべき文部省か らも示 されたのである。坂 田道太文

相 と天城事務次官の支持のもと西 田が執筆 した四六答 申は，必ず しも省 内の合意を得たもの

ではなかった。西田の回想によれば，中教審の答 申は大臣官房審議官の統括の もと，企画室，

調査課，統計課が事務局 として機能 したとい う。企画室のスタッフは原局でそれぞれの専門

的技能を習得 した精鋭 であったことか ら，審議に際 して他の部局に相談することは稀 であっ

た （政策大学院大学2004：195－196） 。原局の側， とりわけ教科書裁判や勤務評価問題で不

利な地位 にあった初等中等教育局 （以下，初中局）は配慮を求め， さまざまに意見 した もの

の，西田は取 り合わなかった （同 ：272－273）。 これに怒 った宮地茂初 中局長は，局長会議を

ボイ コットし，諸沢正道審議官を代理 出席 させたこともあった。 中教審 に対する不満 は初中

局に限 らず，実務を担当する原局に共通 した。原局幹部の間では，先導的試行の棚上げが，

答申完成以前の段階か ら暗黙の了解 とされたのである （石 山1986：173） 。

答 申の骨抜 きを決定づけたのは，文部省の人事異動であった。発端 となったのは，天城事

務次官の退官であった。四六答 申のも う一人の支持者であった坂 田文相 も，6月27日 の第9

回参議院議員選挙後に予定 されている内閣改造による辞任が見込まれていた。天城 から退官

の決意 を聞かされた坂 田文相は，ポス ト四六答 申体制の確立，すなわち，教育改革を推進す

るために幹部構成の若返 りを図 り，それを実施 した （『内外教育』1971年6月25日 ）。 これ

により，西田のユネスコ国内委員会事務総長への転任が決ま り，奥 田真丈 （元初 中局中学校

教育課長）が後任に就いた。坂 田文相は改革の具現化を目指 し，6月30日 の大臣裁定により

「教育改革推進本部」を7月1日 に発足 させ，村 山松雄事務次官を本部長 に据えた。新体制

のもとで改革を担 うことになった奥 田大臣官房審議官は，就任直後から原局の巻き返 しに直

面 したのである21。

最初の洗礼 は，第66回 臨時国会の参議院文教委員会の議場で受けることになった。8月

19日 の文教委員会では，社会党の安永英雄が文相に就任 したばか りの高見三郎 に今後の四六

答申の取 り扱いを質疑 した。高見文相は，四六答申の考 え方は高く評価するものの，実施に

ついては 「慎重な準備 を要 します し検討 を要する問題がある， したがって全部が全部 を受け

入れるとい うことにはまい りかねる状態も起 こり得るとい うことは申すまでもない」 と述べ

た。答弁は具体性を欠いた ことか ら，安永はさらなる説明を求め，奥田大臣官房審議官が こ

れ に応えた。各方面か ら批判 を受けた先導的試行については，1972年 度から73年 度にかけ

て綿密な準備を行い，74年 度から実施するとい う予定を明確に答弁 した。 この進行は，6月

11日 の中教審の総会で坂 田前文相が示 した答 申実施の大綱を踏 まえた ものであ り，既定路線

であった。

21石 山によれば，奥田真丈は天城や西田と同様に 「研究者タイプ」の官僚で，省内事情には

疎かったとい う。 このため，初中局中学校教育課長であったにもかかわ らず，四六答申に対

す る初中局の批判的な態度 を予想できない甘 さがあった と考えられている （石 山1986：175） 。
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ところがその直後，岩間英太郎初中局長が 「たいへん恐縮でございますが，ただいま全般

的に御説明申し上げま したけれ ども，私の担 当の点につきま してちょっ と誤解 を受けるよ う

な点 もございま したものですから，補足をさしていただきたい と思いますけれ ども，先導的

試行につきましては，ただいま幼児学校 とかあるいは中 ・高の一貫教育 とかまあいろいろな

ことが言われてお ります。それから教育内容につきましても，教育のや り方につきま して も

いろいろ言われてお りま して，そ うい う問題につきましての中で，特に幼児学校 とかそれか

ら中 ・高の一貫教育 とか， こうい うものは中教審でもまた非常に研究を要するような課題 と

して御提案が ございま したので，私 どものほ うとしましては，先 ほど申し上げま した四十九

年度か ら何か具体的にそ うい うものを設けてやってい くとい うふ うな発言がございましたけ

れ ども，ただいまの ところ私 どもは，こうい うものはまず具体的な問題 として研究に着手を

す るとい うことで，先の計画 をまだきめてやるような段階になってお りませんものですから，

その点はひ とつお含みおきいただきたい と思います」 と述べ，奥田の発言 を撤回 した。

初 中局が息を吹き返 したのは，文部大臣が四六答申の推進派の坂 田から慎重派の高見に代

わったことによるところが大 きかった。就任直後のインタビューでも高見文相は 「答申を政

府サイ ドの考えだけで進 めるのはよくないとい うことだ。国民各層の意見をよくきいて，か

りに中教審答 申に修正を加 えることが必要になれば，改めることも避けてはなるまい」 と述

べてお り，重点施策 としては 「幼児教育」「教員養成」 「私学振興」の三つを挙げるにとどま

った （『内外教育』1971年7月13日 ）。 くわえて，事務次官が天城か ら村山に代わったこと

も見逃せない。教育改革推進本部長を兼任 した村 山は，西 田と違い，組織人であり，実行可

能性を念頭に置 く人物であった （西島1972：169） 。奥 田大臣官房審議官が この答弁以降，

坂田前文相が示 した答申実施の大綱が文部省の施策推進 の目標であることは変わ らないもの

の，「大綱に修正 を加えることが必要 と判断されれば，それを避けてはならない」としたこと

や，先導的試行 を 「国民の理解 と協力のもとに」実施す るためには，「万全の準備が必要であ

り，文部省 としては，まずそのための調査研究に来年度か ら取 り組むこととしています」 と

発言を トーンダウンさせたことは （『内外教育』1971年10～ 月5日 ），省内の勢力変化に伴 う

改革路線の縮小 を明 らかにした。

とはいえ，四六答申の即時棚上げは対外的に望ま しくないことか ら，徐々に進め られた。

答 申に掲げ られた提言 を研究調査す る機関 として1972年5月1日 に初中局に新設 された「教

育研究開発室」は，その好例 といえる。教育研究開発室発足を受け，新聞各紙は改革推進に

向けた体制づ くりがよ うや く進 められたと報 じた。室長以下8名 で構成 された教育研究開発

室の面々 も，そ うした期待に応 えるよ うに改革実施案 を意欲的に作成 した。 ところが，初中

局幹部の反応 ははかばか しくなく，室員は 「おまえ仕事 をするな」「てきとうにやってればい

いんだ よ」 と言われ る始末であった （石山1986：176； 政策大学院大学2004：252）22。

これにより室員は室の設置は対外的なポーズにすぎず，初中局の本心は別のところにあるこ

とを知 ったとい う。

このように，四六答中の 目玉とされた先導的試行は文部省や既得権益を失 う恐れのある教

22四 六答 申の実施に対す る文部省 の消極的な姿勢については，『内外教育』 （1972年8月18

日）にも指摘 されている。
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育関係者によ り強硬に反対された。改革の棚上げを早 くから決 めた初中局は省内随一の機 関

であったことか ら，初中局の合意を得ない政策の実施はす こぶ る困難であった。現行制度の

維持拡充を狙 う初 中局の政策選好を変化 させるには，長期教育計画にもとづ く教育制度の抜

本的な再編 を強力に推進す る支配連合を形成する必要があった。 日経連や経済同友会は，技

術革新 と情報社会における人間を育成するために，現行の硬直的な制度を改正 して，教育の

多様化 と弾力化を図る必要があるとしてお り，基本的立場を同 じくす る四六答申を早 くか ら

支持 していた。先導的試行については，中等教育の充実を願 う全 日本 中学校長会 と全 日本高

校長協会も積極的な姿勢を見せ，10月11日 の協議会で五 ・四 ・四制の採用を正式に文部省

に伝えるなど独 自の動 きを示 した。公立学校の運営を担 う地方団体は答 申の趣 旨に賛意を示

す一方で，財源や権限の問題が複雑に絡む ことになる先導的試行の実施 については，行財政

上の対策を十分に行 うことを強く要望することを忘れなかつた （『内外教育』1972年1月11

日）。

初中局を筆頭 に現行制度の維持拡充を求める原局 ・全連小 ・教職員組合お よび厚生省 をは

じめとす る所管事務の堅持を願 う諸官庁 と，生産 レジームの再編につながる抜本的な改革を

支持す る財界およびそれ を間接的に支持する全 日本中学校長会 と全 日本高校長協会のいずれ

の政策アイデ ィアが採用 されるかは，政府 ・与党 自民党に委ね られた。次に，自民党文教族

を中心に政府 ・与党 自民党の政策選好を確認 しておこう。

自民党文教族の思惑

自民党は，四六答申の提出に合せて 「全力をあげて第三の教育改革を実現する推進力 とな

る」 との談話 （田中角栄幹事長）を発表 したが，中教審路線を全面的に支持することを約 し

たわけではなかった。 自民党文教制度調査会 （会長 ：灘尾弘吉）が発表 した 「教育改革のた

めの基本政策案」を見ると，具体的施策の検討 ・推進課題 とされたのは，①幼児教育の普及

充実，②特殊教育の普及 と振興，③教員の資質向上と処遇改善，④大学の改革 と計画的な整

備充実，⑤私学助成 と奨学制度の拡充，⑥大学入試制度の改善の六点で，中教審が重視 した

先導的試行，長期教育計画の策定，生涯教育 とい う課題は掲げ られ なかった （『内外教育』

1971年6月18日 ）。党独 自の立場か ら教育改革に着手するとい う姿勢は23，高見文相の態度

にも表れていたが，自民党では 「す ぐれた教育者を確保するため」に 「処遇の抜本的な改革」

を行 うことを優先事項 とした。

教員の待遇改善重視には，いくつかの理由があった。一つは，優秀な人材が待遇の良い民

間企業に大量に流出したことで，教育界に人材が集まらない とい う現状 を改善するためであ

った。もう一つは，1962年 以来，日教組 と文部省の間で裁判にまで持ち込まれて争われてき

た超過勤務闘争によって教育現場が疲弊 していることや，文部省側の敗訴が相次いでいるこ

とな どを踏 まえ，この問題 を早急 に解決 したいとい う意向によるものであった。事態の打開

に向け，政府 は第58回 通常国会 （1968年 ）に，教員の勤務態様の特殊 性にもとづき教職特

23自 民党の姿勢は 「政党のほ うの文教族 とい うのは，何が答 申されたかなんてい うのはまっ

たく関心あ りませんでしたね」 とい う西田亀久夫の回想か らも理解 される （政策大学院大学

2004：252） 。
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別手当 （俸給月額の4％ 相当の額） を支給す ることを掲げた 「教育公務員特例法の一部を改

正する法律案」 を提出 したものの，労働基準法にもとづ く超過勤務手当の支給を求める野党

の反対で審議未了の廃案 となった。教師を 「聖職者」（師表）と捉 え，特殊 な身分保障を求め

る政府与党に対 し，野党は 「教育労働者」 としての権利保障を求めるとい う対立は戦後一貫

してみ られたが （徳久2008） ，60年 代はとりわけ激 しさを増 していた。

日本の教育に影 を落 とす，教育現場の混乱や教員の質の低下に危機感を覚えた自民党は，

従来の聖職者論ではなく，ILOや ユネスコが支持す る 「専門職」論 の立場か ら教師の待遇改

善に努めることを1970年 に決 めた （西島1971：199） 。文教族の若手実力者 と呼ばれた西

岡武夫 （当時文部省政務次官）は，事態の改善に向け，槙枝元文 日教組書記長 と私的な会談

をもった。槙枝はかねてか ら文部省 との対話を重視する姿勢をとってお り，対案を示 さず政

府案に反対す るだけの活動姿勢 を改めるべきだと考えていた。 日教組の意向を踏まえた西岡

は，本俸を平均8千 円引き上げることで事態の解決に努 めるとい う私案 を作成 し，9月29

日には， これに即 した法案を臨時国会に提出したい とい う旨を佐藤首相に申し出，了承を得

た （『朝 日新聞』1970年9月30日 朝刊）。他方，槙枝 も労働基準法にもとづく超過勤務手当

の支給 とい う原理原則を振 りかざす姿勢 を改め，「クラブ活動の指導な ど測定可能な時間外労

働には超勤手当を支給」「自主研修，教材研究な ど自主性 ・自発性に基づ く超勤労働には定率

4～8％ の特別手 当 （教職調整額）を支給」 とい う二本立ての運動方針案 をまとめ，12月3

日の中央委員会で可決 させた。7日 には，文部省の宮地貫一初中局長，人事院の佐藤達夫総

裁に二本立ての解決 を申 し入れ るな ど，解決 に向けた動 きを強めた （槙枝2008：168－170） 。

人事院は1971年2月8日 に 「義務教育諸学校等の教諭等について，その職務 と勤務の態

様の特殊性 に基づき，新たに教職員調整額を支給す る制度を設 け，超過勤務手当制度は適用

しない こととす る等の必要があることを認め，このため，別紙要綱により法律を制定するこ

とが適当であると考える」 とい う意見を勧告 した。内閣はこれを受けて16日 に 「国立及び

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法案」（以下，給特法）を閣議

決定 し，国会に提 出した。労働基準法の適用を一律にはずす法案 に野党は抵抗 したものの，

自民党が押 し切 り，給特法は5月28日 に公布 された。6月3日 には，西岡政務次官が槙枝

書記長に 「給特法実施にあた り，正式交渉 したい」 と申 し入れ，同 日に開かれた交渉で 「日

教組 との合意に達す るまで給特法を実施 しない」 ことを確認 した。13回 にわたる交渉の末，

「教職特別措置法の実施についての確認事項」 と 「教育職員 に対 し時間外勤務 を命ずる場合

に関す る規程」が取 り交わ された （同 ：170－171）。

第一次池田内閣の荒木文相から高見文相が登場す るまで，教育労働者 とい う自己規定を謳

う 「教師の倫理綱領」を撤回 しない限 り， 日教組 との会見を行わないとい う強硬な姿勢を取

り続けた文相24を輩出 した世代に代わ り，西岡，河野洋平，藤波孝生 ら若手文教族 （文教族

第二世代）の台頭は 日教組 との対話 を可能に した。彼 らの主眼は，闘争に特徴づけられた教

育現場の正常化にあ り，「教員の資質の向上 と処遇の改善」25を文教政策の要 とした。四六答

24た だ し，この間，中村梅吉だけは在任中に日教組 との対話をもってお り，槙枝をはじめ 日

教組側からも高い評価 を得ていた。
25こ の課題についても，地方団体か らは財政上の配慮が強 く求め られ，教員組合か らは五段
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申にも掲げ られた教員の待遇改善は各種団体の要請するところで もあ り，広範な支持を得 ら

れ るものであった。他方で，先導的試行は教育政策に対立を惹起 させかねないことか ら，文

教族 は現行制度を維持拡充させる方向で改革を進めたのである26。このことは，四六答 申直

後の文教族の動向か らも傍証 され る。

四六答 申発表か らまもな くして，自民党は教育改革について独 自プランを作成す るために，

文教制度調査会 （会長 ：灘尾弘吉）と文教部会 （部会長 ：西岡武夫）の合同会議を開き，「教

員の養成，再教育な らびに身分 ．待遇の根本的改革について」と題する中間報告 を1972年7

月1日 に取 りま とめた27。四六答 申との関係 については，答 申は指標であるものの，詳細に

ついては問題 が残 るとした。そこで改革案 を改善するために，具体的なプランを出 し，国民

的な論議を引き起 こす ことが肝要 とした。 しか しなが ら，その内容は新 しい教員養成大学 ・

大学院の創設，教員研修の充実強化 （筑波に中央教育研修施設を設置），教員の身分の確立お

よび待遇の改善に限 られてお り，改革路線 には断絶があったといえる。

中間報告独 自の提案 としては，「教員の採用，任期，研修，争議行為の制限，身分保障等専

門職 としての教員の身分を確立す るため」国公私立学校の教員 を対象 とす る 「教員身分法」

の制定が挙げ られ る。また，教員の待遇改善については，「教員給与に対する所得税 ・住民税

の免税を行な うとともに，現行の二倍程度の待遇改善を目標に教員給与法 を制定 し，給与体

系 と身分制度について根本的改善を図ること」 とし，思い切った優遇措置 を講ず るとい う踏

み込んだ提案がなされている。中間報告は元文部事務次官の内藤誉三郎が中心 となって執筆

したこともあ り，戦後改革で積み残 された課題の解決が 目指 された点は否めない。莫大な費

用を要する改革案がこの時期に提起 されたのは， 「新政権下で教育改革の刺激剤にする」 （西

岡部会長談） との目算が働いたためであるが，田中角栄新内閣発足により文部大臣に就任 し

た稲葉修は文教制度調査会や文教部会 の定めた路線に沿って即座 に改革を推進す る構 えを明

らかにするな ど，その狙いは的中した。

西岡をは じめ文教族 は，1973年 度か ら3カ 年計画で教員給与の5割 増 を図ることを掲げ，

初年度はまず1974年1月 か ら現行給与 を25％ 引き上げることを決めた。この指針に沿って

文部省は，1972年9月6日 に1973年 度予算の追加要求 として総額583億7，000万 円を大蔵

省 に申 し入れた （『内外教育』1972年9月12日 ）。大蔵省は翌73年1月8日 に，教員給与

予算をゼロ査定 とした第一次査定を内示 した。文教部会はこの査定に 「不退転の決意で進む」

こと決め，12日 には教員給与改善予算は 「政策予算だ。はつき り予算に計上せ よ」と大蔵省

を突き上げた。一連の動きを見て愛知揆一蔵相は 「前向きに検討す る」 ことを奥野誠亮文相

に約 し，14日 には，義務教育教員に限 り3ヶ 月分 （1974年1月 から3月 ）の給与を10％ 増

額 させ る予算 （135億 円）の計上を決定 した。

文教部会は他の公務員 と異なる給与改善を行 う根拠を示すために，「教職員の給与改善に関

階給与の廃止が要請 された。詳細は 『内外教育』 （1972年1月18日 ）を参照のこと。
26文 教族が就学前教育や私学助成に尽力 したことは知 られている。私立学校振興助成法の制

定過程については，荒井 （2006）に詳 しい。
27中 間報告及びその解釈については，『内外教育』（1972年7月7日 ・11日 ・14日 ）を参照

した。
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す る臨時措置法案」を国会に提出することを決め，2月3日 に政府 ・与党連絡会議で了承 を

得た。 ところが，この法案 は大蔵省 ・自治省 ・労働省 ・総理府などか ら強い批判を受けた。

関係機関が法案に反発 したのは，他の公務員か ら同 じよ うな要求が次々 と出され ることを恐

れたか らであったが，対象が高校教員にまで及ぶ ことも同時に懸念 された。混乱 した事態 に

政府 ．与党首脳 は法案の見送 りを10日 に決めた。文教部会はこれに憤怒 し，田中首相に直

訴 したすえ，20日 の閣議で 「学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員

の人材確保に関す る特別措置法案」（人確法）の国会提出が決定されたのである （『内外教育』

1973年2月27日 ）。

法案の上程を受け，日教組 は3月1日 と2日 に開かれた臨時大会で取 り扱いを議論 したが，

人確法は四六答 申の五段階差別賃金を制度化するもので しかない として反対す る意見が多数

聞かれた。執行部は 「人材確保に反対することと，五段階差別賃金阻止そのもの とは同一で

はない」 と答えた ものの，統一 した態度を決めることはできなかった。第71回 特別国会で

も人確法案 と教頭法制化法案は野党か ら強 く批判 され，結論が得 られなかった。法案が成立

しなけれ ば，給与改善の予算案が宙に浮 く。焦 りを覚えた文教族は社会党の 日政連議員団 と

打ち合わせを重ねた。 日教組 の中小路清雄書記長 も西岡文教部会長 と折衝 を繰 り返 した。そ

の結果，12月3日 に自民党文教部会 と社会党 日政連議員団の間で 「五段階給与制 はとらず，

現行給与体系に基づき改善 を図る。 このことを文部省 と日教組の間で文書で確認する」こと

を記 した覚書が交わされたのである。これにより人確法は，12月10日 の衆議院文教委員会

で可決 され，1974年2月20日 には，参議院で覚書にもとづ く修正 と付帯決議が付 された う

え採択 され，22日 の衆議院本会議において全会一致で可決成立 したのであった （槙枝2008：

192－194）。

人確法の立法過程で明 らかになったように，1970年 以降の教育政策は自民党文教族―文部

省 と日教組の対話 を基調 に形成 された。しか し，その平穏は束の間に終わった。1975年 に入

り，自民党文教制度調査会教員給与問題小委員長 を務める西岡武夫が，人確法にもとづ く給

与の第三次改善配分 として，主任 を制度化 して手 当を新設するよう文部省に強 く働 きかけ，

3月 以降に法制化の動きが本格化 したからであった。 日教組 は主任手当の制度化は職場の管

理体制強化につなが りかねないとして，撤回を公式 ・非公式に働きかけた。 ところが，西岡

は一縷の妥協も示 さなかつた。主任制化にかける執着 は相当なもので，西岡は年内の実施を

見送ろ うとす る永井文相 と今村武俊初中局長 に政治的圧力を強硬にかけ続けた。就任わずか

二カ月の今村初 中局長を文化庁次官に転出させ る人事異動を永井文相が11月18日 に発令 し

たことは，文教族の露骨な介入があったことを示唆 した。 これ によ り，主任制化問題は文教

族 の筋書き通 りに進むことになる。

文部省が12月26日 付で学校教育法施行規則改正の省令を公布 したことを受 け，各県で規

則制定の動きが見 られた。 日教組は制度化阻止運動に務 め，実施を数県にとどめ させ ること

に成功 した。 しか し， 自民党はその後も法制化の努力 を続け，1977年12月21日 の参議院

本会議で 「一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正す る法律案」を成立させ，主任手

当支給の道を開いたのであった （山崎1986：138－142； 槙枝2008：211－222） 。

校長―教頭― 主任 とい うタテの管理機構の強化は，自民党の教員政策の支柱であり，人確
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法 と主任制の導入により教育現場の正常化 とい う目的は相当果 された。これにより，70年 代

後半の教育政策は既定路線を進む ことになるが，それには一つの政治的要因が強 く働いた。

人確法をは じめ一連の法制化の過程でその存在を強く訴 えた文教族第二世代の中核 メンバー

であった，西岡武夫，河野洋平，有田一寿 らが自民党を離党 し，1976年6． 月25日 に保守政

治の刷新 を掲げて 「新 自由クラブ」を結成 したことによ り，文教族の影響力が分断されたか

らである。文教族の動きが再び勢いづ くのは，1980年6月22日 の衆参同 日選挙の圧勝を受

け，「戦後の総決算」が改めて 目指 され るよ うになってからのことであった。

4失 敗の本質

このよ うに，四六答申は戦後に構築 された六 ・三 ・三 ・四制 とい う学制か ら直接利益を得

ている勢力か らの抵抗 と，それを支持 し，あるいはその対策に苦慮する原局お よび 自民党文

教族か らの反対により 「つまみ喰い」の実施に終わった。換言すれば，先導的試行や生涯教

育，長期教育計画 とい う改革の本丸は手つかずのまま放置 され，文部省や 日教組 に代表 され

る教育行政の当事者や諸政党の利益 に合致 し，社会的支持 も得 られやすい教員政策はおおむ

ね実現 されたのであった。

四六答申が失敗に終わったのはなぜか とい う問いについて，これまでの研究はその答 えを

タイミングに求めてきた （清水編1989） 。つまり，教育投資論な ど高度経済成長 を支えた論

理を支柱 とす る四六答申が出されたのは，低成長時代に突入 した70年 代であ り， 自民党も

文部省 もかつてのような改革意欲を失っていた ことが実現を阻んだ とい う説明である。政策

決定に際 してタイ ミングが決定因子 となることは，政治学でもしば しば指摘 される。しか し，

そ もそも特定の事項が政策課題 として認識 されるかどうか とい う点や，仮に課題設定 された

としても，それを審議する政策決定の場に誰が どのよ うな解決案 をもつて参加す るか，参加

者 （政治的アクター）は どのような資源 をもっているかとい うことを複眼的に検討すること

が同時に求められる。 くわえて，政治的アクターの行為を間接的に規定する，社会問題に対

す る思潮 （国民のムー ド）も重要な因子 となる。要するに，政策アイディアが制度化 され る

か どうかは，諸要素がどのよ うに結びつくかとい う偶発性に少なか らず依拠 してい る28。

四六答 申に関 していえば，先導的試行，生涯教育，長期教育計画 とい う新 しい政策アイデ

ィアは，それを実現 させ うる強力な推進者 を欠 くのみな らず，利益団体か らも世論からも支

持 を得 られず，潜在化 したのである。 この理解は西田の分析か らも支持 される。

西田によれば，教育改革を阻害 した要因は主に四つあった とい う （政策大学院大学2004：

204－205）。一つ 目は， 「教育改革 とい うマクロの政策論 とい うのは国民一般に非常になじみ

にくい」 とい う点に求められる。国民の一般的な関心は子 どもの成績や進路にあ り，教育制

度全般にかかわるような事項については関心を抱 きにくい ことか らも，この指摘 は容易に理

解 される。

二つ 目は，「政府および中教審 に対す る不信 と反感から，政府が主導する改革 とい うものを

危険視 して，原理的，手続 き的，付随的な欠陥をあげて改革の着手 を阻害 しよ うとする」点

28こ れ らの 問題 につ いては， コー エ ン ・マー チ ・オル セ ンの示 した 「ゴ ミ箱 モデル 」や キン

グダ ンが提 示 した 「政策 の窓モデル 」 を参 照 の こと。
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にあった とい う。1971年7月 の日教組大会や1972年1月 の 日教組 ・日高教の教育研究全国

集会の内容を報 じた朝 日新聞の記事に， 日教組は中教審 との全面的な対決 を謳いなが らも，

答申が打ち出 してい る提言 を個別 に検討す る姿勢を欠いていると指摘 されたよ うに29，占領

期の教育改革に築かれた諸制度 を 「民主的」，それを変更するものは 「反動的」とい うステレ

オタイプの理解 が支配的であったことが，拡充の域を出る改革を難 しくした と思われる。

三つ 目は，「教育関係者 の中に改革に伴 う既得権の剥奪，未経験の事態に対する不安から，

さまざまな理 由によって現状維持をはかろ うとす る」点にあった。幼保一元化に対する保育

園 と厚生省か らの抵抗，全連小か らの反対，意見の集約 さえ難 しい教育委員会の姿に象徴 さ

れるように，新学制施行か ら20年 の うちに確定 した諸団体の利益の再編を迫る改革の実施

が難 しいことは当然予想 された。状況を打破するには，既得権益の再編を強要す る 「政治的

瞬間」が求め られ る （Streek and Thelen 2005）。 しかし，それ も困難であった。 この点は

四つ 目の阻害要因として挙げられている。

四つ 目は，「教育改革 とい う長期の政策を推進す る政治体制が整わない」点にあ り， 「行政

当局30も当面の困難な仕事 に手 を着けたが らない」 ことに求められ る。四六答 申の審議期間

に限っても文部大臣の職を三人が務めたように，文部大臣とい うポス トに長期間就 く人物は

お らず，労働実態の再編までを射程に収めた改革 を トップダウンで実施す るとい う土壌を欠

いた。 自民党文教族 も教育裁判で混乱する教育現場 を正常化 させるための教員政策に関心 を

抱いても，構造的な問題までには及ぼず，自民党の改革案に組み入れ られなかった。現場へ

の対応 を真っ先に迫 られる文部省 とりわけ初 中局 も激 しい批判を呼び込む改革を支持せず，

文教族 と同様に，現行制度の枠内での改革を望んだ。

教育に対する社会的な関心が個別事項にとどまること，改革そのものが 「保守反動」 とい

うラベルが貼 られやすい こと，利益団体の抵抗 と文教族お よび文部省の維持拡充志向，変化

を阻む これ らの要因を排 除 し，マ クロな政策に 目を転 じさせるには，仕掛けが必要 と考えた

西 田は 「教育国民会議」の設置を提案 した。社会的に問題を喚起 させ，彼 ・彼女 らの意見を

反映させ る機会を保証する 「デモクラティックなプロセス」を制度化す ることを西田が強 く

望んだのは （同 ：252），世論の高ま りが政治家の政策選好を変化 させ，教育改革が課題 とし

て設定 され，実施に移 される可能性を見ていたためと思われる。 しか し現実は違った。

中卒よりは高卒が，高卒よ りは大卒が社会的階層の上昇移動を可能にす る手段であるがゆ

えに，後期中等教育や高等教育の量的拡充を望む声が強かった当時，階梯を不安定化 させ る

学制改革は支持 されなかった。 くわえて，就職後に企業固有の技能 を社内で学ぶ ことが一般

化 し，その充実が図 られた当時にあっては，生涯教育は趣味や教養を充実 させ るもの と捉え

られることが多 く，本来的な趣 旨を違 えていた。教育に対す る社会的な需要は，1960年 代に

確立 した生産 レジームの要請 と親和的であ り，現行制度の維持拡充を望んだのである。政治

家 もそれ に追従 したことか ら，政治力を欠 く四六答 申は画餅に終わった。

教育改革論議が高まるたびごとに，四六答 申が埃を払って引っ張 り出されるとい うエピソ

ー ドは （石 山1986：162）
，それが政策アイディアの宝庫であることを示唆するが，政治的

29『 朝 日新 聞』1971年7月27日 朝刊 ，1972年1月19日 朝 刊。
30こ こで指摘 され た行 政 当局 とは文部省 （と りわ け原 局） を指 す

。
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リソースを十分にもつ政策ブ ローカーや社会的支持を欠いては制度化が困難 であることを示

す逸話 といえる。以上のことか ら，生産 レジームの再編 とい う本来的な趣 旨に鑑みた場合，

「第三の教育改革」は失敗 した といえる。

しか し，個別の提言については徐々に実現 されつつある。四 ・四 ・六制や五 ・四 ・四制な

ど学制の区切 りを変える先導的試行は実現されていないものの，幼保一元化や小中一貫制，

中高一貫制 を導入 した 自治体も複数存在す る。先導的試行に併せて，四六答 申で未完に終わ

ったとされ る生涯教育や長期教育計画については，2006年12月 の改正教育基本法で制度化

されている。生涯教育については，第3条 （生涯学習の理念） に 「国民一人一人が， 自己の

人格を磨き，豊かな人生を送 ることができるよう，その生涯にわたって，あ らゆる機会に，

あらゆる場所 において学習す ることができ，その成果を適切に生かす ことのできる社会の実

現が図 られなければな らない」 と定め られている。ただ し，ここで規定 された生涯学習は財

界や四六答 申が望んだ生涯教育 と性質 を異に している。詳細は後段に譲 りたい。他方，西田

が固執 した長期教育計画については，第17条 （教育振興基本計画）で 「政府 は，教育の振

興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，教育の振興に関する施策についての

基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について，基本的な計画を定め， これを国

会に報告するとともに，公表 しなければな らない」と定められてい る。政府 （福田康夫内閣）

はこの規定にもとづき2008年7月1日 に 「教育振興基本計画」を閣議決定 し，今後10年 を

通 じて 目指すべき教育の姿 と今後5年 間に総合的かつ計画的に取 り組むべき施策を掲 げてい

る。

このように，四六答 申が示 された当時に実現 しなかった改革は，四半世紀を経てその多 く

が具現化 されている。では，なぜ 四六答 申は時を経て実現 されたのか。おそ らくそれは二つ

の要因，すなわち，四六答申が掲げた第三の教育改革を失敗 に終わ らせた政治的条件 （政策

アイディアの強力な推進者，お よびその実現を可能にする制度的配置） と社会的条件 （社会

的思潮の変化） を満た したためと推察 され る。詳細は別稿に譲 ることにして，ここでは概略

のみ示 しておきたい。

政治的条件

四六答 申作成の立役者である，坂 田文相，天城事務次官，西 田大臣官房審議官が改革の任

を解かれた直後から，文部省では初中局を中心 とする原局の巻き返 しが始ま り，現行制度の

維持拡充が優先 された。改革路線の修正は中教審 にも妥当した。「教育界は分裂か ら融和の時

代にはいるとき」を持論 とする高見文相は，1972年5月30日 に中教審の委員 を大幅に刷新

し，森戸辰男をは じめとする古参委員に代わ り若手文化人な どの新顔が複数登用 された31。

諮問も 「教育 ・学術 ・文化における国際交流 について」であり，教育改革路線か らの転換が

明 らかになった32。しか しそれ以上 に，現行制度の維持拡充を推進 したのは 自民党文教族で

31任 命 された正委員18名 の うち，30代 が2名 ，女性が2名 ，労働界代表 として滝 田実 （全

日本労働総同盟顧問）が登用 される一方で，官僚出身者はゼロであった。
32こ の点について，村山文部事務次官は 「国内の教育制度改革の諸問題について，あらかた

答申をもらって しまった」ため と説明 してい るものの （『朝 日新聞』1972年5月31日 朝刊），
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あり，以降の教育政策はこれまで通 りに，もしくはそれ以上に 「文教族―文部省―中教審」

とい う三者の協力関係の もとに推進 されることとなる。

ゆえに，教育改革を断行 しよ うとするのであれば，この三者関係に楔 を打ち込むか，政策

決定の場 を変える必要があった。1984年9月5日 に発足 した臨時教育審議会 （以下，臨教

審）は，その一例 といえる。臨教審 とは，同年8～月8日 に公布 された 「臨時教育審議会設置

法」にもとづき設置 された内閣総理大臣の私的諮問機関で， 「21世紀を展望 して長期的に教

育のあ り方を考 えたい」 とい う中曽根康弘首相 （当時）の意向を受け，広 く教育問題 を審議

した。検討の過程で，中曽根の側近グループ （臨教審イデオローグ）と呼ばれた佐藤誠三郎，

公文俊平，香山健一 らと事務局 （文部省）の対立，すなわち，教育の自由化 と戦後教育の維

持拡充 とい う改革路線 をめぐる争いが顕わになったことはあま りにも有名 な話であるが （山

崎1986； 原田1988） ，それは制度条件の変化が政策決定に与えた影響を象徴す るものであ

った。つま り，臨教審は，文部省の支持 しない政策アイディアを推進す るアイディア ・プロ

ーカーの参加 を保障 し
，それ らを恒常的に議論 し提言す る場 として機能 したのである。のみ

な らず，内閣総理大臣は諮問に対する答 申お よび意見を 「尊重 しなければな らない」 （第3

条） とい う規定をもつ ことで，政策アイディアの制度化までも保障 した。

さて， ここで問題 になるのは，変化 を促す政策アイデ ィアの源泉である。臨教審発足の際

に，委員が西 田の所に話を聞きに来たことからも （政策大学院大学2004：311） ，四六答 申

がそれにあたることは言 を俟たない。留意 したいのは，四六答 申は突如 として脚光を浴びた

のではなく，連綿 と継承 され，制度化のきっかけを待っていた とい う点にある。臨教審設置

は絶好の機会であったが，そこに香山が間接的には土光敏夫がいたことも大きかった。再度

西 田の回想によれば，四六答 申が出て一年足 らずの1972年5～ 月7日 に，西 田は香 山健一か

ら改革が実行 に移 されない理由を説明して欲 しいと依頼 された とい う （同 ：205）。香山は四

六答申の審議が行われていた当時，文部省大臣官房に作 られた非公式の委員会に所属 してお

り，答 申作成に間接接的に関与 していた。 このため，答申にもとづ く改革の挫折が明らかにな

った段階で西 田らを招いて検討 を続けたとい う （大嶽1994：173－174） 。香山は一連の過程

を通 じて， 「『多様化』の実現は，文部省による規制を何 らかの形でゆるめる以外には不可能

であるとの認識」を確立 させていった （同 ：174）。硬直 した学校教育を機能 させ るには，規

制緩和や競争原理の導入が不可欠であるとの立場は臨教審における 「自由化」論へつながる

わけであるが，これは香山に限った見解ではなかった。財界では早 くから聞かれた意見であ

った。

四六答 申と時を違わず発表 された 日経調の報告書 『新 しい産業社会における人間形成― 長

期的観点からみた教育のあ り方―』 （1972年3月 ）からその内容 を確認 してお こう。報告書

は，1968年7月 に設置 された専門委員会 （通称 「土光委員会」）で，大小合わせて80回 に

わたる会議を重ねて作成 された。委員会の構成 を見ると，土光敏夫 （東芝芝浦電気社長）委

員長を筆頭に，主査 に平塚益徳 （国立教育研究所所長），副主査に坂本二郎 （一橋大学経済学

部助教授）を据 え，24名 の委員 と併せ，計27名 で編成 された。実はこの委員会には，平塚，

坂本のほかに古賀逸策，中島正樹，藤井丙午 といった中教審委員や天城勲元文部事務次官，

省 内の動向を見 る限 り，改革路線の打ち止め とい う意図は否めない。
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市川昭午国立教育研究所第二研究部主任研究官，犬丸直文部省大学学術局審議官が含まれて

お り，四六答 申の作成に携わった人物 との重複がみ られ る。このため，報告書の内容は四六

答 申と共通す る部分が多い33。しか しながら，「中教審の答 申はその性格上，広範囲にわたる

教育の全領域について提案 しているわけではなく，また，文部省そのもののまさにあるべき

姿，ない しは中教審 自身についての吟味 ・検討 を行なっていない ことの限界性」 もあること

か ら， 日経調の報告は 「あえて文教の府のあるべき姿について検討」 している （日本経済調

査協議会2001：4） 。

とい うのも，土光委員会は 「生涯学習」とい う目的に即 して 「総合的な文教政策を確立 し，

それ を国民的合意のもとに，効率的に実施 してゆくためには，文部省機構の改組はい うまで

もないが，広 く文教行政全般 について抜本的な刷新をはかる必要がある」 と考えたか らであ

る。提言の核 となる生涯学習は，家庭 ・地域社会 ・学校 ・企業 さらには国内外の別 を問わず

あらゆる場面で実施 されるものであることか ら，省庁横断的な課題に応える体制を整えるこ

とが求められ る。そこで，土光委員会 は 「文教政策の基本方針に関す る総理大臣の諮問機関

として，内閣に新たに国民文教会議を設置す るとともに，これに強力な事務局を配置す るこ

とを提唱」 した34（同 ：32－33）。

改革の担い手 として新たな機関の設置を要求するのは 「教育は自らの内部か ら変革 したと

い うことは過去一度 もない。いつで も外側か らくる条件に適応 して変わっていった」として，

「一種の外からくる自由化，外か らくる自由化が要求す る体質転換」を必要 とするか らであ

る （同 ：44－45）。 自由化の指針 としては，国公私立の別を問わず 「公費負担の原則に立脚 し

て教育の機会均等化をはか りながら， しかも国民による教育サー ビスの選択の自由と学校経

営 における私的イニシアティブを認 め」ることを予定してお り （同 ：124），公設民営やバ ウ

チャーの導入などが検討 された （同 ：126）。つまり，ここでは教育経営の能率的運営が期待

されたわけであるが，主張の根底には， 日本の教育界に強 くみ られ る教育特殊論や聖職論が

改革の妨げになることや，「能率化 より民主化が先決 とする教職員組合など革新勢力の抵抗も

加わって，一切の合理化を拒否す る傾 向が顕著である」ことへの不満 があった （同 ：129）。

要するに，土光委員会が主張する 「教育の 自由化」とは，脱工業化や伝統的地域 コミュニ

ティの崩壊な ど著 しく変化す る経済社会構造の変化に起因する改革要求に応 えることなく，

硬直 し画一化するばか りの管理教育の弊害を克服する手段 と位置づけられたのである。土光

委員会以降の 「自由化論」については，別稿で仔細に検討するつも りであるが，香 山の議論

もこの延長に位置 した。彼 らの支持す る政策アイディアは，臨教審 とい う舞台が用意 された

33提 言は 「1家 庭，学校，社会教育の役割分担」「2画 一的教育の打破 と国際化への対

応」 「3教 職員の待遇改善 とその資質の向上」「4企 業における人間形成の尊重 と学歴偏

重の打破」 「5国 の内外における公正な産学協同の推進」「6教 育施設の近代化 と地域 コ

ミュニティの開発」「7文 教行政の刷新 と文教予算の拡充」とい う項 目についてなされてい

る。
34同 様の指摘 は経済同友会の 「高次福祉社会のための高等教育制度」においてもなされてい

る。財界は中教審が長期的な展望をもって教育改革案を検討 していることを好意的に捉えな

が らも，実行可能上生を担保するとい う観点か ら首相直属の機関で審議 し，生涯教育体制を構

築することを強く望んでいた。
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ことによ り具現化の途が開かれたのである。

社会的条件

しか し，それのみで自由化が推進 されたわけではない。土光委員会の問題認識 と同様 に，

臨教審イデオローグの多くは，画一的な教育では国際化の進捗に対処できない との判断か ら，

教育行政の分野にも市場型競争原理を導入 し，規制緩和 と民営化 を進めることで自由化 と多

様化を図ろ うとしたものの，教育界はそれを積極的に支持 しなかったからである。これ を象

徴 したのが，教育理念を審議す る第一部会 （天谷直弘部会長 ・香 山健一部会長代理） と初等

中等教育に関する審議 を行 う第三部会 （有田一嘉部会長 ・斎藤正部会長代理）の対立であっ

た35。文部省 と強い結びつ きをもつ第三部会は，教育の自由化を進 める方途 として第一部会

が提言 した学校設立の 自由 と学校選択の 自由について，教育水準の維持向上に問題が残 るこ

と，学校教育の公共性や継続性 を損な う恐れがあること等を理 由に反対 した。1985年2～ 月7

日の総会で行われた，私学7団 体 と国公立15団 体に対す るヒア リングでも義務教育の自由

化 についてはそろって反対が唱えられ，世論調査でも否定的な声が大きかった ことか ら第一

部会は妥協を余儀 なくされた （原 田1988： 第6章 ）。

自由化 を唱える第一部会 と現行制度の弾力化を求める第三部会の議論はその後 も平行線 を

た どった。 だが，個性の尊重や 自己責任の原則を確立す るために，選択の機会の拡大，柔軟

で分権的な教育行政制度の確立，規制緩和の推進，文部行政における許認可や規制および指

導助言などの見直 し，民間活力の推進などを図る必要があるとする第1次 答 申を見る限り，

後者が優位 したといえる。換言すれば，臨教審による改革は，教育の自由化 とい う新 自由主

義的なイデオロギーを具現化する呼び水 となったものの，個別具体的な政策は現行制度の「弾

力化」「弾力的運用」に止ま り36，戦後教育の基本的立場であった 「平等」もしくは 「ナショ

ナル ・スタンダー ドの確保」が教育政策を規定 したといえよう （徳久2006：18） 。

しか し，ここで新 自由主義的改革の政策 レパー トリーが出揃つたことの意義は大きかつた。

とい うのは， これにより条件 さえ整 えば，両者の比重が逆転す る可能性のあることを意味 し

たか らである。事実，臨教審 で示 された政策アイディアのい くつかは新中間層の心を捉 え，

1つ の政策 トレン ドを築いた。

高度経済成長期 を経て脱工業化の時代を迎えた1970年 代後半以降，人々の消費行動は量

的充足か ら質を追求す るものに変化 した （イングルハー ト1978） 。消費構造の階層化，差異

化は広が りを見せ，これまで公的な領域 と考えられていた教育や福祉の分野にも及ぶよ うに

なつた。 これによ り，経済的にゆとりのある層 （新中間層）の親たちは教育についても 「選

択 の自由」を求めるようになった。 自らをサー ビスの消費者 と定義 し，選択の自由を要請す

る行為 （消費者 中心主義） は臨教審では後景に退いた 「教育の 自由化」 と 「多様化」を制度

35第 一部会 と第三部会の対立は，規制緩和を求める官邸 と反 自由化を唱える文部省の代理戦

争 とい う性質を帯びた。
36義 務教育段階の 自由化は必要ない とした第三部会が，早々に単位制高校や中高一貫制の公

立高校案を出 していることか らも，現行制度の弾力的運用 によ り自由化要求に対処 しよ うと

した姿勢が うかがえる （原 田1988：100） 。
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化 させる条件 となったのである37。

くわえて，多様化 は教育現場からも間接的に支持された。教育界が自由化論に否定的であ

ったことを念頭に置けば，この指摘は奇異に思われるかもしれない。 ところが，校 内暴力，

不登校，い じめなど様 々な教育問題，お よびそれへの解決に対す る過剰 な期待 とバ ッシング

に苛まれ，疲弊する現場の教員にとって，市場主義は危機的な状況にあった職業的アイデ ン

ティティを再定義す る契機 とな りえたか らである。具体的には，教員がサー ビスの供給者 と

なることは，「これまでの権威主義的な対生徒 関係」の放棄を求める一方で，「その見返 りと

して 『できないサー ビス』を提供す る必要がな くなり，抱 え込み型の職業意識か ら解放 され

る」ことを意味 したのであった （加藤1997：57） 。こうした理解については反論も予想 され

るが，かねてか ら批判 され続 けた画一的な教育から脱却 し，選択可能な多様な教育 （サー ビ

ス）の提供を求める声はその後も高ま り続け，文部省や中教審 もそれに応 えず にはい られな

くなった。

学校教育のあ り方を家庭の選好の問題 と捉 え直 し，学校選択の問題を提起 した，中教審第

2次 答 申 「21世紀を展望 した我が国の教育の在 り方について」（1997年6月 ）はその転換点

となった。消費者中心主義の立場から学校教育を見直す動 きは，その後加速 し，2003年 か ら

認定が始まった構造改革特区を利用 して，「新 しいタイプの学校」を創 出す る試みが様々な 自

治体でなされるようになった。先進的な自治体の試みは政策波及 し，全国的な展開を見せる

など，改革の機動力 となっている。一連の改革は構造改革 （規制緩和） とい う外圧によって

推進 されたものの，それ を受け入れる素地が1980年 代以降に築かれていた ことが大きかっ

た。西田が最重要視 した 「先導的試行」は計 らず とも実施 された といえる。

おわ りに

以上，3・4節 では，政治過程の分析を通 じて，四六答申が短期的には失敗 し，長期的に

はある程度の制度化 に成功 した理由を政策アイデ ィアと参加の制度に注 目して説明 した。だ

が この表現は2節 の，戦前に起因す る日本の生産 レジームを抜本的に再編 しよ うとする財界

の試みは，刷新 コス トの高 さか ら挫折せ ざるをえず，その延長に位置す る四六答 申も画餅に

終わった とい う指摘 と矛盾す る。だがそれは誤 りではない。四六答申に掲げられた提案は，

日本の生産 レジームと親和的なものである限 り，政治的条件が許せば制度化 され得たか らで

ある。個別具体的な政治過程を分析す る場合，経済社会構造 とい うマクロな制約を明示的に

捉 えることは難 しい。しかし，本稿が取 り上げた1960年 代か ら70年 代の教育政策は労働政

策 と並んで，生産 レジームの刷新を意図 したものであり，レジームを構成す る諸制度の連関

（労働―教育実態）により実現が阻まれた。西田が未完成の改革の一つに挙げた 「生涯教育」

は，ここか ら説明 され る。

四六答 申で掲げ られた生涯教育 とは，いつ，どこで， どのよ うな教育の機会 を提供するこ

とが必要なのか， どのようにすれば効率的に学習を行 うことができるのか とい う点を研究 し

た うえで，それにふ さわ しい社会的な教育システムをつ くることを意味 した （政策大学院大

37筆 者 は この問題 を 「マ ク ロ ・トレン ド」 とい う概 念 を援用 して説 明 してい る。詳 細 は （徳

久2006，2008） を参 照 していただ きたい。
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学2004：183＆291） 。生涯教育 とい う概念が1970年 代以降に，先進諸国で広 く受容 された

のは，脱工業化の進展によ り加速す るばか りの技術革新 に対応できる能力が求め られ るよ う

になったこと，価値の多様化 によ り伝来的なコミュニティが崩壊 し，不安定化 した社会秩序

を再統合 させるとい う観点か ら教育に期待が寄せ られるようになったことな ど，流動化 した

経済社会への対応 とい う目的に因っていた。 日本 もこ うした流れ と無縁ではなく，制度化が

急がれた。学校中心主義 を脱却 し，あらゆる場面で教育の機会を保障す ることが経済審議会

の63年 答 申以降，重視 されたのは，その証左 といえる。 ところが実態は違 った。 日本の生

産 レジームは，企業固有の技能に依存 した生産市場戦略の採用を前提 としてお り，技術革新

への対応 もOJTに 代表 され る内部化 された訓練によって実現 された。 このため，教育は学

校教育 と企業内の職業訓練を核 とし，周辺的な部分，たとえば中高年のリカ レン ト教育や余

暇を充実 させ るカルチャースクールなどが生涯教育にあて られる結果 となった。

換言すれば， 日本的経営 と呼ばれる生産 レジームが確立 した 日本では，流動化す る経済社

会に随時対応する能力を体系的に提供することを 目的 とす る生涯教育は，人は一生学び続け

るとい う意味の 「生涯学習」に綾小化 されたのである。臨教審で審議 された生涯学習論 もそ

の域 を出ず，教育改革は学校教育制度の改革 に限定 された38。実はここに 日本の教育政策の

構造的制約が示 されている。個々の政策過程 を見 る限 り，四六答申で提言 された各種の学校

制度改革は，1980年 代以降，行政改革の中心理念の一つ とされた 「規制緩和」が教育の分野

に浸透するにつれ，具現化 された といえる。だがそれ は日本の生産 レジームとい う構造的制

約のもとでの改革であ り，生涯教育のようにレジームの刷新を前提 とす る改革は困難な状況

にある。能力の多様化が叫ばれる今 日にあっても，依然 として学校歴が重視 され，新規学卒

一括採用 とい う就労ルー トが支配的なのは
，それを傍証する。

だがそのことは，すべての変化を否定するわけではない。生産 レジームを構築する諸制度

は1990年 代以降，徐々に変化 してお り，漸進的な変化の蓄積が構造の性質を変 える可能性

も否定できない （Vogel 2003， 2005；Streeck and Theien2 005）。今後， 日本の教育制度が

どのように変化 してい くかは不透明であるものの，それを検討す ることを今後の課題 とした

い。
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央
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育
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議
会
四
六
答
申
関
係
速
記
録
・
配
付
資
料
（国
立
公
文
書
館
所
蔵
）
目
録
に
つ
い
て

本
資
料
は
，
い
わ
ゆ
る
四
六
答
申
（今
後
に
お
け
る
学
校
教
育
の
総
合
的
な
拡
充
整
備
の
た
め
の
基
本
的
施
策
に
つ
い
て
昭
和
46
年
6月
11
日
）
に
至
る

審
議
を
行
つ
た
第
8期
と
第
9期
の
中
央
教
育
審
議
会
資
料
（国
立
公
文
書
館
所
蔵
）
の
う
ち
，
お
も
に
初
等
中
等
教
育
段
階
の
教
育
改
革
を
審
議
し
た
特
別

委
員
会
の
速
記
録
お
よ
び
配
布
資
料
等
の
目
録
で
あ
る
。

日
本
型
の
教
育
行
財
政
シ
ス
テ
ム
が
19
50
年
代
後
半
か
ら
19
60
年
代
を
通
じ
た
高
度
成
長
期
に
確
立
し
た
と
の
観
点
に
た
つ
本
研
究
課
題
に
お
い
て
，
こ

の
四
六
答
申
の
位
置
づ
け
は
非
常
に
重
要
で
あ
る
こ
と
を
再
認
識
し
た
。
本
研
究
を
進
め
る
上
で
，
答
申
の
形
で
世
に
出
て
く
る
ま
で
の
形
成
過
程
を
丹
念

に
追
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
判
断
し
，
国
立
公
文
書
館
で
公
開
さ
れ
て
い
る
資
料
を
活
用
し
て
研
究
を
進
め
る
た
め
に
，
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
で
の
複
写

を
お
こ
な
っ
た
。
さ
て
，
こ
の
分
析
作
業
を
進
め
る
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で
，
本
研
究
課
題
に
参
加
し
た
連
携
研
究
者
間
の
便
宜
上
か
ら
い
つ
て
も
，
ま
た
今
後
本
資
料
群
を

活
用
し
て
行
わ
れ
る
研
究
活
動
が
な
さ
れ
る
際
の
便
宜
上
か
ら
い
つ
て
も
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各
資
料
の
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
が
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用
で
あ
る
と
考
え
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作
成
し
た
の
が
本

目
録
で
あ
る
。

本
目
録
中
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「題
名
」
の
欄
は
，
国
立
公
文
書
館
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
デ
ジ
タ
ル
ア
ー
カ
イ
ブ
シ
ス
テ
ム
上
で
検
索
し
て
得
ら
れ
る
「件
名
／
細
目
一
覧
」

に
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ぼ
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で
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る
が
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以
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の
各
欄
に
お
い
て
は
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資
料
の
各
簿
冊
に
お
さ
め
ら
れ
て
い
る
文
書
資
料
の
標
題
や
そ
の
内
容
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を
簡
潔
に
記
し
た

こ
と
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よ
り
，
デ
ジ
タ
ル
ア
ー
カ
イ
ブ
シ
ス
テ
ム
よ
り
も
さ
ら
に
詳
細
な
情
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を
提
供
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
た
と
え
ば
，
各
委
員
会
で
は
非
常
に
多

く
の
デ
ー
タ
，
図
表
等
を
用
い
て
審
議
検
討
が
な
さ
れ
た
こ
と
を
考
慮
し
て
，
「配
布
資
料
」
の
簿
冊
に
関
し
て
は
図
表
の
タ
イ
ト
ル
も
記
載
し
て
い
る
。

ま
た
，
「速
記
録
」
に
関
し
て
は
，
委
員
会
会
議
の
出
席
者
の
情
報
も
記
載
し
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
，
記
載
内
容
に
関
し
て
誤
り
等
が
あ
る
場
合
，
そ
の
一
切
の
責
任
は
本
研
究
の
研
究
代
表
者
に
あ
る
。

本
目
録
が
対
象
と
し
た
委
員
会
と
そ
れ
ぞ
れ
の
検
討
事
項
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

第
8期

第
21
特
別
委
員
会
：
学
校
教
育
に
対
す
る
国
家
社
会
の
要
請
と
教
育
の
機
会
均
等

第
22
特
別
委
員
会
：
学
校
制
度
の
変
遷
と
人
間
の
発
達
段
階
お
よ
び
個
人
の
能
力
・
適
性
に
応
ず
る
効
果
的
な
教
育

第
23
特
別
委
員
会
：
教
育
費
の
効
果
的
な
配
分
と
適
正
な
負
担
区
分

第
9期

第
25
特
別
委
員
会
：
初
等
・
中
等
教
育
改
革
基
本
構
想

第
27
特
別
委
員
会
：
教
育
改
革
構
想
の
実
現
の
た
め
の
基
本
的
施
策

第
28
特
別
委
員
会
：
生
涯
教
育
の
基
本
構
想
と
そ
の
中
で
の
学
校
教
育
の
役
割

な
お
，
「中
央
教
育
審
議
会
第
28
特
別
委
員
会
（問
題
整
理
小
委
員
会
，
答
申
起
草
打
合
せ
会
，
答
申
起
草
委
員
会
）
配
布
資
料
」
の
表
題
が
あ
る
簿
冊

は
，
そ
こ
に
収
め
ら
れ
て
い
る
資
料
が
す
べ
て
昭
和
47
年
6月
の
「教
育
・
学
術
・
文
化
に
お
け
る
国
際
交
流
に
つ
い
て
」
の
諮
問
を
受
け
た
審
議
資
料
で

あ
っ
た
た
め
，
本
目
録
で
は
大
部
分
を
省
略
を
し
て
い
る
。
（参
考
文
献
：
教
育
事
情
研
究
会
『
中
央
教
育
審
議
会
答
申
総
覧
〔増
補
版
〕
』
ぎ
ょ
う
せ

い
，
平
成
4年
）

最
後
に
，
本
目
録
の
作
成
に
は
植
竹
丘
氏
（東
京
大
学
大
学
院
教
育
学
研
究
科
博
士
課
程
）
が
あ
た
っ
た
。
こ
こ
に
記
し
て
篤
く
お
礼
申
し
上
げ
る
。

研
究
代
表
者
本
多
正
人
（国
立
教
育
政
策
研
究
所
総
括
研
究
官
）
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①
「
日
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」
欄
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会
議
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開
か
れ
た
日
付
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記
し
て
い
る
。
配
布
資
料
に
つ
い
て
は
会
議
次
第
か
ら
，
速
記
録
に
つ
い
て
は
表
紙
か
ら
入
力
し
た
。
特
に

資
料
作
成
日
が
示
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
「資
料
作
成
日
時
」
の
欄
に
記
し
た
。

②
「題
名
」
欄
に
は
，
配
布
資
料
で
は
そ
れ
ぞ
れ
に
示
さ
れ
た
資
料
の
題
名
を
示
し
た
が
，
題
名
が
な
い
資
料
に
つ
い
て
は
「
［題
名
な
し
］
」
と
し
た
。

速
記
録
に
つ
い
て
は
，
各
回
の
表
紙
に
示
さ
れ
た
題
名
を
記
し
た
。
速
記
録
本
文
に
あ
た
る
部
分
に
つ
い
て
は
会
議
次
第
及
び
議
事
要
旨
か
ら
「議
題
」
を

補
っ
た
。

③
「出
席
者
」
は
出
欠
表
及
び
議
事
要
旨
か
ら
入
力
し
た
。

④
「内
容
」
欄
は
，
配
布
資
料
に
つ
い
て
は
題
名
か
ら
内
容
を
把
握
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
（
［題
名
な
し
］
も
含
む
）
，
も
し
く
は
同
じ
題
名
で
内
容

が
異
な
る
も
の
に
つ
い
て
補
足
し
た
．
速
記
録
に
つ
い
て
も
，
題
名
か
ら
内
容
を
把
握
す
る
こ
と
が
困
難
な
部
分
を
補
足
し
た
。

⑤
判
読
不
能
な
文
字
に
つ
い
て
は
「
■
」
を
文
字
数
分
示
し
た
。

⑥
と
く
に
「題
名
」
「
内
容
」
欄
で
の
表
記
は
，
で
き
る
だ
け
原
資
料
ど
お
り
に
記
載
す
る
よ
う
努
め
た
。

⑦
原
資
料
で
白
紙
が
挿
入
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
空
欄
の
行
で
示
し
た
。

⑧
議
事
速
記
録
が
欠
本
と
な
っ
て
い
る
場
合
に
は
，
「実
ペ
ー
ジ
数
」
欄
に
「
速
記
録
欠
本
」
と
記
載
し
て
い
る
。
そ
の
う
ち
，
議
事
要
旨
と
出
欠
表
の
み

収
録
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
，
そ
こ
か
ら
「議
題
」
と
「
出
席
者
」
の
情
報
を
記
載
し
て
い
る
。
ま
た
，
参
考
ま
で
に
，
欠
本
と
な
っ
て
い
る
速
記

録
の
情
報
を
ま
と
め
て
「速
記
録
欠
本
分
」
と
し
，
該
当
す
る
回
次
を
収
録
し
た
目
録
の
末
尾
に
配
し
た
。

⑨
資
料
の
内
容
と
会
議
の
回
次
と
が
一
致
し
て
い
な
い
場
所
に
納
め
ら
れ
て
い
る
資
料
が
い
く
つ
か
あ
る
。
こ
の
場
合
は
資
料
の
前
後
関
係
か
ら
該
当
す
る

回
次
を
推
定
し
て
「回
次
」
欄
に
記
し
そ
の
後
に
「
？
」
を
付
し
て
い
る
。

植
竹
丘
（東
京
大
学
大
学
院
教
育
学
研
究
科
博
士
課
程
）



資
料
③
中
央
教
育
審
議
会
四
六
答
申
関
係
速
記
録
・
配
付
資
料
（
国
立
公
文
書
館
所
蔵
）
目
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－
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審
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企
画
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～
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資
料
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16
－
10
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中
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教
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速
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－
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－
10
72
中

央
教
育
審
議
会
第
21
特
別
委
員
会
（第
8回
～
第
16
回
）
配
付
資
料

78
（
5）

（
6）
3D
－
16
－
95
9中

央
教
育
審
議
会
第
21
．
22
．
23
特
別
委
員
会
（運
営
委
員
会
）
速
記
録

87
（
6）

（
7）
3D
－
16
－
96
1中

央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
1回
～
第
3回
）

88
（
7）

（
8）
中
央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
議
事
速
記
録
欠
本
情
報
（第
4回
～
11
回
）

89
（
8）

（
9）
3D
－
16
－
96
2中

央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
12
回
～
第
13
回
）

91
（
9）

（
10
）
3D
－
16
－
96
3中

央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
14
回
～
第
16
回
）

92
（
10
）

（
11
）
3D
－
16
－
10
74
中

央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
配
布
資
料

94
（
11
）

（
12
）
3D
－
16
－
96
4中

央
教
育
審
議
会
第
23
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
1回
～
第
3回
．
14
回
）

10
1（
12
）

（
13
）
3D
－
16
－
10
76
中

央
教
育
審
議
会
第
23
特
別
委
員
会
配
布
資
料

10
3（
13
）

（
14
）
3D
－
16
－
99
5中

央
教
育
審
議
会
第
25
・
26
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
1回
～
第
3回
）

11
2（
14
）

（
15
）
3D
－
16
－
99
6中

央
教
育
審
議
会
第
25
・
26
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
4回
～
第
5回
）

11
3（
15
）

（
16
）
3D
－
16
－
99
7中

央
教
育
審
議
会
第
25
・
26
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
6回
）

11
4（
16
）

（
17
）
3D
－
16
－
99
4中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
公
聴
会
等
（仙
台
東
京
広
島
）

11
5（
17
）

（
18
）
3D
－
16
－
97
8中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
2回
～
第
4回
）

11
6（
18
）

（
19
）
3D
－
16
－
97
9中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
5回
～
第
7回
）

11
7（
19
）

（
20
）
3D
－
16
－
98
0中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
8回
～
第
10
回
）

11
8（
20
）

（
21
）
3D
－
16
－
98
1中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
11
回
～
第
13
回
）

11
9（
21
）

（
22
）
3D
－
16
－
98
2中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
14
回
～
第
16
回
）

12
0（
22
）

（
23
）
3D
－
16
－
98
3中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
17
回
～
第
19
回
）

12
1（
23
）

（
24
）
3D
－
16
－
98
4中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
20
回
～
第
22
回
）

12
2（
24
）

（
25
）
3D
－
16
－
98
5中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
24
回
～
第
26
回
）

12
3（
25
）

（
26
）
3D
－
16
－
98
6中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
27
回
～
第
29
回
）

12
4（
26
）

（
27
）
3D
－
16
－
98
7中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
30
回
）

3D
－
16
－
98
8中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
31
回
）

12
5（
27
）

（
28
）
3D
－
16
－
98
9中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
32
回
～
第
33
回
）

12
6（
28
）

（
29
）
3D
－
16
－
99
0中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
34
回
～
第
35
回
）

12
7（
29
）

（
30
）
3D
－
16
－
99
1中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
36
回
～
第
38
回
）

12
8（
30
）

（
31
）
3D
－
16
－
99
2中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
39
回
～
第
41
回
）

12
9（
31
）

（
32
）
3D
－
16
－
99
3中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
42
回
）

13
0（
32
）

（
33
）
3D
－
16
－
10
80
中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
配
布
資
料

13
1（
33
）

（
34
）
3D
－
16
－
10
81
中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
配
布
資
料

13
8（
34
）

（
35
）
3D
－
16
－
10
82
中

央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
配
布
資
料

14
3（
35
）

（
36
）
3D
－
16
－
10
09
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
1～
4回
）

14
8（
36
）

（
37
）
3D
－
16
－
10
10
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
5～
8回
）

14
9（
37
）



（
38
）
3D
－
16
－
10
11
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
9～
11
回
）

15
0（
38
）

（
39
）
3D
－
16
－
10
12
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
13
・
14
・
16
回

）
15
1（
39
）

（
40
）
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
欠
本
分

15
2（
40
）

（
41
）
3D
－
16
－
10
13
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
19
～
21
回
）

15
3（
41
）

（
42
）
3D
－
16
－
10
87
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（第
1回
～
21
回
）
配
布
資
料

15
4（
42
）

（
43
）
3D
－
16
－
10
14
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（課
題
別
専
門
部
会
）
速
記
録
S4
5
．
12
～
S4
6．
1

16
3（
43
）

（
44
）
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（課
題
別
専
門
部
会
）
速
記
録
欠
本
分
（第
5・
6・
9・
10
・
12
・
13
回

）
16
4（
44
）

（
45
）
3D
－
16
－
10
15
中

教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（課
題
別
専
門
部
会
）
速
記
録
S4
6
．
2～
S4
6．
3

16
5（
45
）

（
46
）
3D
－
16
－
10
87
中

央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（課
題
別
専
門
部
会
・
予
測
計
量
部
会
）
配
布
資
料

16
6（
46
）

（
47
）
3D
－
16
－
10
16
中

央
教
育
審
議
会
第
28
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
1～
3回
）

17
6（
47
）

（
48
）
3D
－
16
－
10
17
中

央
教
育
審
議
会
第
28
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
5・
6・
9回
）

17
7（
48
）

（
49
）
3D
－
16
－
10
88
中

央
教
育
審
議
会
第
28
特
別
委
員
会
配
布
資
料

17
8（
49
）

（
50
）
3D
－
16
－
10
90
中

央
教
育
審
議
会
第
28
特
別
委
員
会
（答
申
草
案
）

18
1（
50
）

（
51
）
3D
－
16
－
10
89
中

央
教
育
審
議
会
第
28
特
別
委
員
会
（問
題
整
理
小
委
員
会
、
答
申
起
草
打
合
せ
会
、
答
中
起
草
委
員
会
）
配
布

18
2（
51
）



（
1）
3D
－
16
－
10
68
中

央
教
育
審
議
会
第
20
特
別
委
員
会
（件
名
番
号
32
．
33
．
34
）



60



（
2）
3D
－
16
－
10
73
中
央
教
育
審
議
会
第
21
特
別
委
員
会
企
画
小
委
員
会
（第
1回
～
第
5会
）
配
付
資
料

3D
－
16
－
10
75
中
央
教
育
議
会
運
営
委
員
会
配
付
資
料
（
21
，
22
，
23
回
特
別
委
関
係
）



62



63



64



65



66



67



（
3）
3D
－
16
－
96
0中
央
教
育
審
議
会
第
21
特
別
委
員
会
速
記
録
21
の
1



69



（
4）
3D
－
16
－
10
71
中
央
教
育
審
議
会
第
21
特
別
委
員
会
（第
1回
～
第
7回
）
配
付
資
料



71



72



73



74



75



76



77



（
5）
3D
－
16
－
10
72
中
央
教
育
審
議
会
21
特
別
委
員
会
（第
8回
～
第
16
回
）
配
付
資
料



79



80



81



82



83



84



85



86



（
6）
3D
－
16
－
95
9中
央
教
育
審
議
会
第
21
．
22
．
23
特
別
委
員
会
（
運
営
委
員
会
）
速
記
録



（
7）
3D
－
16
－
96
1中
央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
1回
～
第
3回
）



（
8）
中
央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
議
事
速
記
録
欠
本
情
報
（第
4回
～
11
回
）



90



（
9）
3D
－
16
－
96
2中
央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
12
回
～
第
13
回
）



（
10
）
3D
－
16
－
96
3中
央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
14
回
～
第
16
回
）



93



（
11
）
3D
－
16
－
10
74
中
央
教
育
審
議
会
第
22
特
別
委
員
会
配
布
資
料



95



96



97



98



99



100



（
12
）
3D
－
16
－
96
4中
央
教
育
審
議
会
第
23
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
1回
～
第
3回
．
14
回
）



102



（
13
）
3D
－
16
－
10
76
中
央
教
育
審
議
会
第
23
特
別
委
員
会
配
布
資
料



104



105



106



107



108



109



110



111



（
14
）
3D
－
16
－
99
5中
央
教
育
審
議
会
第
25
・
26
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
1回
～
第
3回
）



（
15
）
3D
－
16
－
99
6中
央
教
育
審
議
会
25
・
26
特

別
委
員
会
速
記
録
（
第
4回
～
第
5回
）



（
16
）
3D
－
16
－
99
7中
央
教
育
審
議
会
25
・
26
特

別
委
員
会
速
記
録
（
第
6回
）



（
17
）
3D
－
16
－
99
4中
央
教
育
議
会
25
特
別
委
員
会
公
聴
会
等
（仙
台
東
京
広
島
）



（
18
）
3D
－
16
－
97
8中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
2回
～
第
4回
）



（
19
）
3D
－
16
－
97
9中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
5回
～
第
7回
）



（
20
）
3D
－
16
－
98
0中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
8回
～
第
10
回
）



（
21
）
3D
－
16
－
98
1中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
11
回
～
第
13
回
）



（
22
）
3D
－
16
－
98
2中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
14
回
～
第
16
回
）



（
23
）
3D
－
16
－
98
3中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
17
回
～
第
19
回
）



（
24
）
3D
－
16
－
98
4中
央
教
育
議
会
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
20
回
～
第
22
回
）



（
25
）
3D
－
16
－
98
5中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
24
回
～
第
26
回
）



（
26
）
3D
－
16
－
98
6中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
27
回
～
第
29
回
）



（
27
）
3D
－
16
－
98
7中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
30
回
）

3D
－
16
－
98
8中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
31
回
）



（
28
）
3D
－
16
－
98
9中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
32
回
～
第
33
回
）



（
29
）
3D
－
16
－
99
0中
央
教
育
審
議
会
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
34
回
～
第
35
回
）



（
30
）
3D
－
16
－
99
1中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
36
回
～
第
38
回
）



（
31
）
3D
－
16
－
99
2中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
39
回
～
第
41
回
）



（
32
）
3D
－
16
－
99
3中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
42
回
）



（
33
）
3D
－
16
－
10
80
中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
配
布
資
料



132



133



134



135



136



137



（
34
）
3D
－
16
－
10
81
中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
配
布
資
料



139



140



141



142



（
35
）
3D
－
16
－
10
82
中
央
教
育
審
議
会
第
25
特
別
委
員
会
配
布
資
料



144



145



146



147



（
36
）
3D
－
16
－
10
09
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
1～
4回
）



（
37
）
3D
－
16
－
10
10
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
5～
8回
）



（
38
）
3D
－
16
－
10
11
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
9～
11
回
）



（
39
）
3D
－
16
－
10
12
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
13
・
14
・
16
回
）



（
40
）中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
欠
本
分



（
41
）
3D
－
16
－
10
13
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
速
記
録
（
第
19
～
21
回
）



（
42
）
3D
－
16
－
10
87
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（
第
1回
～
21
回
）
配
布
資
料



155



156



157



158



159



160



161



162



（
43
）
3D
－
16
－
10
14
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（課
題
別
専
門
部
会
）
速
記
録
S4
5．
12
～
S4
6．
1



（
44
）中
央
教
育
審
議
会
27
特
別
委
員
会
（課
題
別
専
門
部
会
）
速
記
録
欠
本
分
（第
5・
6・
9・
10
・
12
・
13
回
）



（
45
）
3D
－
16
－
10
15
中
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（
課
題
別
専
門
部
会
）
速
記
録
S4
6．
2～
S4
6．
3



（
46
）
3D
－
16
－
10
87
中
央
教
育
審
議
会
第
27
特
別
委
員
会
（課
題
別
専
門
部
会
・
予
測
計
量
部
会
）
配
布
資
料



167



168



169



170



171



172



173



174



175



（
47
）
3D
－
16
－
10
16
中
央
教
育
審
議
会
第
28
特
別
委
員
会
速
記
録
（第
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